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（1） 背景 
 沼田市では、安全で快適な住宅の長期にわたる安定的な確保、長期的な維持管理の実現、

長寿命化によるライフサイクルコスト（LCC）の縮減や事業量の平準化等を図ることを目

的として、2009（平成 21）年度に「沼田市市営住宅長寿命化計画」（平成 22 年度～平成

31 年度）を策定して運用してきたところである。 
 前計画の策定から 9 年が経過し、計画期間が 2019 年度に終了すること、また策定から国

の「公営住宅等長寿命化計画策定指針」も 2016（平成 28）年度に改定されていることか

ら、新たな計画の策定を行う必要がある。 
 

（2） 目的 
 将来の需要予測や団地・住棟の現状に基づき、中長期的な市営住宅の活用方法や事業量の

平準化について検討した上で、予防保全的な観点からの建替え等の実施方針、点検・修繕

や改善の実施方針等を定めることにより、安全で快適な住宅の長期にわたる安定的な確保、

長期的な維持管理の実現、長寿命化によるライフサイクルコスト（LCC）の縮減を図るこ

とを、本計画の目的とする。 
 
（3） 前計画に基づく事業の実施状況 
 「沼田市市営住宅長寿命化計画」（平成 22 年度～平成 31 年度）に基づく、建替え、改善の

実施状況及び予定は下表及び次頁の表の通りである。 
■ 建替事業 

団地名 団地概要 
前計画期
間中の活
用方針 

前計画に基づく事業実施の状況 

十二木 
・戸数：14 戸 ・構造：木造 
・敷地面積：4,612 ㎡ 
・建設年度：1954-1955 

維持管理 
・将来的な建替えに向け募集停止 

十三割 
・戸数：25 戸 ・構造：木造 
・敷地面積：6,325 ㎡ 
・建設年度：1956-1962 

維持管理 

谷地端 
・戸数：18 戸 ・構造：簡平、簡二 
・敷地面積：1,879 ㎡ 
・建設年度：1959-1962 

建替え ・2017（平成 29）年度：設計業務、申請 
・2018（平成 30）年度）：16 戸建設建設 

十王堂 
・戸数：5 戸 ・構造：木造 
・敷地面積：1,308 ㎡ 
・建設年度：1957 

維持管理 
・将来的な建替えに向け募集停止 

南明 
・戸数：12 戸 ・構造：木造 
・敷地面積：1,308 ㎡ 
・建設年度：1961 

維持管理 

上原 
・戸数：18 戸 ・構造：木造 
・敷地面積：3,823 ㎡ 
・建設年度：1959 

維持管理 
・将来的な建替えに向け募集停止 

十三割 
第２ 

・戸数：16 戸 ・構造：木造、簡平 
・敷地面積：2,791 ㎡ 
・建設年度：1966 

維持管理 

※団地概要欄の戸数は、平成 27 年度末現在 
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（4） 住宅政策等に係る上位・関連計画 
 ここでは、総合計画をはじめとする市の上位・関連計画及び、の関連計画における、住宅政

策及び本計画に関連する施策などを中心に、該当箇所を抜粋して示す。 

■ 市の計画 

計画名称 住宅政策等 該当箇所（抜粋） 
沼田市 第六次総

合計画（2017 年 3
月） 

第３部 基本計画  
第３節 快適な住環境を創出します（住宅、公園・緑地、景観） 

●基本施策 
（２）住宅の整備（公営住宅） 

・老朽化した市営住宅の解体を進めることにより、団地統合や用途

廃止を行い、適切な管理を推進します。 
（計画期間：2017～2026 年度までの 10 カ年） 

沼田市 まち・ひ

と・しごと創生総合

戦略（2019 年 3 月） 

目標４「時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と

地域を連携する」 
施策 4-2 既存ストックマネジメント強化 

①インフラの戦略的な維持管理・更新等の推進 
【取組内容】 
・公共施設の老朽化の状況や利用状況等を把握し、市全域における

効率的効果的な管理運営のための方針を整理する。 
・ＰＰＰ/ＰＦＩの活用検討を図る。 
・市営住宅長寿命化修繕計画に基づく事業推進を図るとともに、次

期計画を策定する。 
【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 
○施設改修の向上：老朽化した市営住宅の更新：解体戸数 20 戸 

（計画対象期間：2015～2060 年度までの 45 年間） 
沼田都市計画マス

タープラン改訂版

（2019 年 7 月） 

第 4 章 分野別構想 
1. 土地利用の方針 －秩序ある土地利用の誘導－ 

(２) くつろぎ、ゆとりある定住環境の形成 
・現在の住宅系用途地域を中心に、住宅と商業・業務等が調和した利便

性の高い複合住宅市街地と、多様な世代・世帯が安全で快適に暮らす

ことができる住宅市街地の形成を目指します。 
・用途無指定地域では、良好な集落環境の維持・保全に努めます。 
 

①複合住宅市街地 
住宅と商業・業務等が調和し、職住が近接した利便性の高い居住

環境の形成を目指します。 
・環状線の内側で中心市街地に隣接する地域では、住宅を主体

としながら商業・業務、医療・福祉等の機能の充実を図り、

職住が近接した利便性の高い市街地の形成を目 
指します。 
・国道 17 号・国道 291 号の沿道地域では、交通利便性を活

かした沿道商業施設や業務施設と、後背の住宅地が調和して

共存する複合住宅市街地の形成を目指します。 
 
② 住宅市街地 
良好な居住環境を保全し、多様な世代・世帯が安全で快適に暮ら
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計画名称 住宅政策等 該当箇所（抜粋） 
すことのできる住宅市街地の創出に努めます。 

・環状線周辺や河岸段丘の斜面緑地に隣接する地域では、戸建

住宅を主体としながら、中高層の共同住宅や小規模な店舗な

どが共存する良好な居住環境の保全を目指します。 
・生活道路の改善、緑地や広場などの整備を進め、多様な世代・

世帯が快適に暮らすことのできる住宅市街地の創出に努めま

す。 
沼田市 過疎地域

自立促進計画（2016
年３月策定、2018
年 6 月変更） 
 

計画対象：過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）（以下法）

に基づき過疎地域として指定されている旧利根村地域 
 
４ 生活環境の整備 
（１）現況と問題点 

（エ）住宅対策 
核家族化の進展等に伴い、市営住宅の量的な充足が求められてい

る。また、高齢者や身体障害者向けの住宅や駐車場の整備等も推進

していくべき課題である。 
旧利根村区域においては、平成３年度から平成１０年度にかけて、

追貝Ａ団地（２棟、４戸）、南郷団地（２棟、４戸）、大楊団地（２

棟、４戸）、老神団地（１棟、１６戸）、輪組団地（２棟、４戸）、多

那団地（５棟、１０戸）、大原団地（４棟、１６戸）の住宅団地の整

備を進めてきた。 
市営住宅の建設は、住宅不足を解消するため不可欠なものである

ため、核家族化に対処して住宅の供給を行い過疎の歯止めと人口の

定着化を進める必要がある。 

（２）その対策 
（エ）市営住宅の充実 

核家族化の進展等に対処するため、市営住宅を計画的に整備し、

安定した住宅の供給を行う。 
（計画期間 平成 28 年度～平成 32 年度） 

沼田市 山村振興

計画（2017 年 4 月 1
日更新） 

計画対象：山村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）に基づき振興山村地域とし

て指定されている旧池田村地域、旧利根村地域（旧東村地域、旧赤城根村地

域） 

Ⅲ 振興の基本方針 
３ 山村振興の目標を達成するための主な方法 

○旧利根村地域 
・生活環境の整備 

安全で快適な生活環境の整備として、上水道、下水処理施設、市

営住宅等の整備を図る。 
 

Ⅳ 振興施策 
１ 振興施策 

○旧利根村地域 
（７）社会、生活環境施策 
・市営住宅の入居者の住環境の向上と建築物の長寿命化、住宅セー

フティネットの確保を図るため、市営住宅を改修・整備する。 
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計画名称 住宅政策等 該当箇所（抜粋） 
沼田市 公共施設

等 総 合 管 理 計 画

（2017 年 3 月） 

第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 
3.5 目標の設定 

（１）公共施設 
・今後 40 年間で公共施設の総量を 40％削減することを目標とします。 

3.6 基本方針を推進するための実施方針 
（１）点検･診断等の実施方針 

法定点検と自主点検を組み合わせて実施することにより、施設の状

態を把握し、点検結果を記録します。 
点検の結果を基に、安全性、耐久性、不具合性、適法性、社会性、

環境負荷性等を診断し、計画的な保全に活用します。 

（２）維持管理･修繕･更新等の実施方針 
点検・診断の結果に基づき、必要な対策を適切な時期に効率的・効

果的に実施し、機能の維持を図ります。 
「事後保全」から「予防保全」への転換を図るため、メンテナンス

サイクルを構築（点検･診断→対策の実施→情報の記録→次期点検･診

断）し、継続的に取り組みを進めます。 
施設の更新にあたっては、人口の動向や市民ニーズ、周辺施設の立

地状況及び類似施設の状況等を踏まえ、適切な規模を検討するととも

に、機能の複合化等を検討し、効率的な施設配置を目指します。また、

ESCO 事業 6 など民間との連携も視野に入れ、取り組みを進めます。 

（３）安全確保の実施方針 
建築後 30 年程度経過している施設については、必要に応じて劣化度

調査を実施し、危険性が認められた施設については、更新、改修、解

体等を検討し安全性の確保を図ります。また、供用廃止となっている

公共施設や、今後、利用する見込みのない施設については、周辺への

環境を考慮し、解体、除却等を検討し、安全性の確保を図ります。 

（４）耐震化の実施方針 
耐震化未実施の施設のうち、耐震化が必要で今後も継続して保有す

る施設については、施設の老朽度、需要を考慮し段階的に耐震化を実

施します。 

（５）長寿命化の実施方針 
ライフサイクルコストの縮減を見込むことができる施設を対象とし

ます。該当する施設は、改修を計画的に実施することにより、劣化の

進行を遅らせ、施設の機能低下を長期間にわたって抑えていくことで、

維持管理費用の抑制と平準化を目指します。 

（６）施設再編の推進方針 
人口動向、市民ニーズや財政状況を踏まえながら統合や廃止等施設

の再編を検討します。検討にあたっては、必要に応じ、施設のハード

面（建物性能）、ソフト面（利用･管理状況）について評価項目を設定

し、各項目における診断結果をもとに検討を行い、「（仮）アクション

プラン」を策定し取り組みを進めます。 

（７）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 
市長・副市長・教育長・部長級で構成する「ファシリティマネジメ

ント 7 推進会議」により全庁的な合意形成を図り、取り組みを推進し

ます。 
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計画名称 住宅政策等 該当箇所（抜粋） 
また、本計画の進捗状況等については、議会への説明とホームペー

ジ等で市民に公表していきます。 

（８）新たな財源の確保 
受益者負担の見直しや PPP8・PFI9 事業などにより、新たな財源の

確保を検討します。 

第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 
4.1 公共施設 
（１）施設類型ごとの基本方針（公共施設） 

⑧公営住宅 
基本方針（方向性） 
【長寿命化・計画修繕】 
・維持する施設は、予防保全型の維持管理により長寿命化を図る。 
【公民連携】 
・空き家の有効活用、民間施設の借り上げや更新時には PFI 方式等

を検討する。 
【必要性の検討】 
・必要性の低い施設は廃止を検討する。 

（計画期間：2017 年度～2056 年度までの 40 年間） 
沼田市住宅マスタ

ープラン（2010 年 3
月） 

第２章 住宅施策の基本的な考え方 
3.基本目標 
基本目標２ 人と自然にやさしい 豊かで ゆとりある住まい・まちづくり 

②的確な市営住宅の供給（住まいのセーフティネットの確保） 
市営住宅の計画的な建替え・供給などによる公営住宅ストックの総合

的な活用、適正な入居や管理業務の効率化など管理の適切化、効率化を

促進します。また、市営住宅の建替え・建設にあたっては、環境等に配

慮した地域のモデルとなる住宅の整備を図ります。 

●市営住宅ストックの総合的な活用 
老朽化している市営住宅の計画的な建替え・統合整備等を推進す

るとともに、少子・高齢化社会に対応し、福祉施策等と連携した適

切な供給方式による市営住宅の供給を検討し、推進します。 

●市営住宅の管理の適切化・効率化の推進 
真に住宅に困窮する市民の適正な入居及び入居の公平性確保を図

るとともに、住宅困窮者が多様化していることをふまえ、過大とな

らない住宅規模の確保、適切な設備の設置や募集方式の改善などを

図ります。 
また、市営住宅ストックの総合的な活用に係り、効率的管理に配

慮した住宅団地の統廃合を図るととともに、管理業務の県住宅供給

公社への委託の検討なども含め住宅管理の効率化を推進します。 

●民間住宅のモデルとなる市営住宅の整備 
市営住宅の計画的な建替え・供給にあたっては、省エネルギー、

地域材活用、バリアフリー、地域景観等に配慮した沼田型モデル住

宅を検討し、民間のモデルとなるような市営住宅の整備を図ります。 
（計画期間：2010～2019 年度） 
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計画名称 住宅政策等 該当箇所（抜粋） 
沼田市 空家等対

策計画（2019 年 1
月） 

第４章 具体的な施策 
２ 空家の流通・活用の促進 

（５）移住・定住の促進 移住・定住相談会の開催 
首都圏で開催する移住相談会等において、移住希望者に対し、空

家情報を提供することにより、空家の流通、活用の促進を図ります。 

 
■ 県の計画 

計画名称 住宅政策等 該当箇所（抜粋） 
「群馬県住生活基

本計画 2016」 
（2017 年 3 月） 

1．誰もが安心して暮らせる住まい・まちづくり 
（1）安心して子育てができる住まいの充実 
②公営住宅のストックの利活用による子育て世帯向け住宅の供給 
○公営住宅における子育て世帯向けの住戸の整備の推進 

公営住宅において、子育て世帯に適した広さの住戸を確保するため、建

替時においては 2LDK などの子育て世帯のための住戸を一定量整備する

とともに、既存の住戸においても、多様な世帯に応じた住戸の提供を推

進します。 

○若年世帯・子育て世帯の優先入居など入居制度の見直しの推進 
公営住宅に入居を希望する若年世帯・子育て世帯が希望どおり入居でき

るようにするため、抽選倍率の優遇や若年世帯・子育て世帯向けの入居

枠を確保するなど、入居制度の見直しを行います。 

（2）子育てに配慮した良好な地域づくり 
②子育て環境の充実 

○公営住宅を活用した子育て支援施設の整備の推進 
地域における子育て環境を向上させるため、保育施設や地域コミュニ

ティ施設について、公営住宅の建替時の併設や空き住戸、集会所等の

転用など、公営住宅を活用した子育て支援施設を整備します。 

（3）高齢者が安心して暮らせる住まいの充実 
①住宅のバリアフリー化 

○公営住宅のバリアフリー化の推進 
高齢者が安全に、安心して暮らせる住まいを確保できるようにするた

め、公営住宅の建替時に全ての住戸を高齢者対応にするとともに、既

存の住戸については住戸改善を行うなど、公営住宅のバリアフリー化

を推進します。 

（4）民間賃貸住宅によるセーフティネットの充実 
①既存の民間住宅ストックを活用したセーフティネットの補完 

○新たな公的賃貸住宅制度の検討 
公営住宅を補完するとともに、高齢者や障害者をはじめとした住宅確

保要配慮者のニーズに本県の地域特性を踏まえて柔軟に対応するた

め、民間賃貸住宅を活用したセーフティネットの展開を検討します。 

（5）公的賃貸住宅によるセーフティネットの充実 
①公営住宅の整備 

○老朽化した公営住宅の更新の推進 
セーフティネットの要となる公営住宅について、老朽化した住宅が増

加していることから、老朽化の状況や需要を踏まえ、PPP/PFI の導入

も見据えながら、建替えや全面的改善による更新や民間住宅の活用を

推進します。 
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計画名称 住宅政策等 該当箇所（抜粋） 

○公営住宅の改善事業の推進 
公営住宅を長期的に利用するため、耐火構造などの住宅について、居

住性の向上、バリアフリー化、安全性の確保、長寿命化、省エネルギ

ー化及び少子高齢化対策等を行うなど、改善事業を推進します。 
○公営住宅の地域拠点化の検討 

既存の公営住宅の集会所など敷地の一部を活用するとともに、建替時

の余剰地を活用するなど、公営住宅団地に子育て施設や福祉施設等の

整備による地域の拠点形成を検討します。 

②公営住宅の管理の適正化 
○住宅確保要配慮者向けの入居制度の検討 

住宅確保要配慮者向けとして、高齢者、障害者、ひとり親世帯及び DV
被害者世帯等の優先入居、子育て世帯の期限付き入居及び目的外使用

等の入居制度の検討を行います。 
○入居者管理の厳格化 

住宅確保要配慮者の入居機会の公平化のため、家賃滞納者対策や収入超過

者・高額所得者に他の住居への転居を促すなど、入居者の管理をより厳格化

します。 
 
2．豊かで住み続けられる住まい・まちづくり 
（2）質の高い新築住宅の供給 

②環境に配慮した住宅の供給 
○環境対応型県営住宅の整備の推進 

県営住宅の改善事業や建替え等を行う際に、気密性・断熱性の向上に

よる省エネ化や太陽光発電設備等の再生可能エネルギーを利用した省

エネ設備の設置を行うなど、環境対応型の県営住宅の整備を推進しま

す。 
（4）「まちのまとまり」の形成のための仕組みづくり 

①まちなか居住の促進 
○まちなかへの居住誘導の促進 

行政・医療・福祉などのインフラやサービスの効率的な提供によるま

ちなかの再生と人にやさしく環境にも配慮したまちづくりのため、ま

ちなかへの居住誘導を促進します。 

○駅周辺等のまちづくりの促進 
駅周辺などの交通結節点における居住環境のまとまりにおいて、良好

な住環境整備を促進します。 
②郊外部や中山間部の「まちのまとまり」の維持 

○地域の拠点づくりとネットワーク化の促進 
各市町村で人口減少や少子高齢化が進む中で、持続可能性のある地域

づくりを進めるため、各市町村の政策を踏まえながら、生活支援サー

ビスなどの機能を整備・集約し、効率的に享受できるように、空き家

の活用なども見据えた拠点づくりとそのネットワーク化を促進しま

す。 

（6）高齢者が住み続けられる地域づくり 
①高齢者の見守り体制づくり 

○独居高齢者世帯等の見守りの推進 
独居高齢者等が多い県営住宅において保健師の巡回訪問によるこころ

と身体のケアを実施するなど、配慮が必要な独居高齢者世帯等の見守
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計画名称 住宅政策等 該当箇所（抜粋） 
りを推進します。 

○介護する側の世帯の負担軽減の推進 
要介護者を介護する側の世帯も公営住宅に近居できる入居制度など、

家族で要介護者を支える環境づくりのため、介護する側の世帯の負担

軽減を推進します。 
ぐんま“まちづく

り”ビジョン 
（2012 年 9 月） 

4．望ましい「ぐんまのまち」の将来像 
4-3．本ビジョンで想定しているまちのまとまり 

1.人口減少と超高齢化が同時に進行する局面でのまちづくりは、徒歩や

公共交通での移動を容易にし、買物・通院など生活を支えるサービス

を享受しやすいよう、今よりも”まちのまとまり（集積）”を減らさな

いことが必要です。 
2.中心市街地をはじめとする旧市街地や合併前の役場所在地、農林業の

拠点となる集落などで、公共交通の利用が可能となる「まちのまとま

り」を意識して施策を行います。 
3.まとまりをどこにするかは、市町村と県で考えていきます。 

 
5．これからの「ぐんまのまちづくり」のあり方 
5-3．基本方針に基づく取組内容 

1 人口減少を前提とした土地利用計画にあわせた公共交通や都市施設の

再構築 
2 空き地・既存施設の利活用や優遇措置の導入による街なかへの転居の

促進や集客施設の誘致 
3 地域の誇れる個性・景観・くらしを支える機能を整えた魅力的な「ま

ちのまとまり」つくり 
4 都市間移動も都市内移動も高い利便性の確保 
5 災害時でも安全・安心な都市の防災機能の強化 
6 ぐんまの強みを活かした産業の誘致や新エネルギーによる産業創出環

境づくり 
7 家計にも環境にも優しい付加価値の高い効率的なまちづくり 

 
7．群馬県の役割（市町村との役割分担） 
7－2．まちづくりにおける県と市町村の役割分担 

1.市町村は「まちなか」を、県は広域連携や調整と市町村支援を考えま

す。 
2.県は本ビジョンの考え方を踏まえ、都市計画法に基づく「都市計画区

域マスタープラン」を広域都市圏で策定します。 
3.県と市町村で人口減少を前提とした土地利用のルール（郊外開発のあ

り方等）を整理します。 
4.県は隣接市町村間で利害の相反する計画の調整を行います。 
5.県の関係課が連携し、市町村の規模に応じて、「計画づくり」や「個性

を活かしたまちづくり」を支援します。 
6.県は県内だけでなく、県境を越えた広域交通ネットワーク、広域観光

ネットワーク、広域防災ネットワークなどを整備します。 
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 本計画においては、中長期（20～30 年程度）の事業内容、実施時期、各住棟の供用期間を

検討した将来の管理状況の見通しを踏まえ、当面の 10 年間の事業実施計画を作成するもの

とし、計画期間は、2020（令和 2）年度から 2029（令和 11）年度までの 10 年間とする。 
 また社会情勢の変化、事業の進捗状況などに応じ、地域住宅計画の見直しなどと連動して、

概ね 5 年ごとに定期的に見直しを行うこととする。 
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（1） 位置・地勢、歴史 
 沼田市は、東京から約 125 ㎞の群馬県北部に位置する。錫ヶ岳、皇海・袈裟丸山などで

栃木県と接し、東部は日光連山・赤城山の山岳地帯となっている。標高は、250m から

2,000m 級の山岳まで較差があり、山岳・森林・高原・湖沼・河川・渓谷、河岸段丘など、

スケールの大きい変化に富んだ自然環境が、本市の大きな特徴である。 
 本市の総面積は 443.46 ㎞と広大で、群馬県全体の 6.97％を占めており、市域の約 8 割

が森林となっている。気候は比較的降水量が少なく、夏冬・昼夜の寒暖の差の大きい内

陸性気候に属している。 
 1954（昭和 29）年 4 月、沼田町を中心に利南村、池田村、薄根村、川田村の 1 町 4 か

村が合併して沼田市として市制が施行され、2005（平成 17）年 2 月、白沢村及び利根村

との合併により、新「沼田市」が誕生した。 
（参考資料：沼田市第六次総合計画 2017（平成 29）年 3 月） 

 
（2） 人口・世帯の状況 
①人口・世帯数・1 世帯当たり人員の推移 

 人口は、1995（平成 7）以降、減少傾向にあり、2015（平成 27）年は 48,676 人となっ

ている。 
 世帯数は、1985（昭和 60）年以降は増加傾向にあったが、2010（平成 22）年から概ね

横ばいで推移し、2015（平成 27）年は 19,178 世帯となっている。 
 人口減少・世帯の横ばい傾向に伴い、世帯の小規模化が進行し、2015（平成 27）年の一

世帯当たり人員は、2.5 人となっている。一世帯当たり人員の状況は、群馬県全体と概ね

一致している。 
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■ 人口・世帯・1 世帯当たり人員の推移 
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出典：国勢調査  
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② 年齢３区分別人口の推移 
 年齢３区分別に人口の割合は、人口の推移と同様の傾向にあり、年少人口（0～14 歳）

割合、生産年齢人口（15～64 歳）割合は減少傾向、老年人口（65 歳以上）割合は増加

傾向にある。 
 群馬県全体と比較すると、本市は群馬県よりも年少人口の割合が程度高く、生産人口の

割合が低く推移してきている。 
 
■ 沼田市の年齢 3 区分別人口の推移 

 
出典：沼田市都市計画マスタープラン改定版（令和元年７月） 

 
■ 群馬県の年齢 3 区分別人口の推移 
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出典：《平成２７年国勢調査》群馬県の人口と世帯【人口等基本集計結果（確報）】 

（群馬県企画部統計課/平成２８年１０月） 
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③ 年齢３区分別人口の将来推計 
 年齢３区分別人口の将来推計は、老年人口（65 歳以上）が概ね横ばい傾向であるのに対

し、生産年齢人口（15～64 歳）の減少が著しく、これが総人口の減少に大きく影響して

いくと考えられる。 
 
■ 年齢３区分別人口の将来推計 

 
出典：沼田市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（平成 27年 10月） 
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（3） 住宅の状況 
① 住宅全体の状況 

 住宅総数 23,030 戸のうち、居住世帯のある住宅は 18,850 戸、居住世帯のない住宅は

4,180 戸である。 
 居住世帯のある住宅では、一戸建ての持ち家が大半を占め（13,300 戸、70.6％）、次い

で一戸建ての民営借家（1,740 戸、9.2％）、共同住宅の民営借家（1,490 戸、7.9％）が

多い。 
 居住世帯のある住宅に対する公的借家の割合は、2.3％（430 戸）と、群馬県における割

合：3.6％と比較して若干、低い状況にある。 

■ 住宅全体の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 出典：平成 30 年住宅・土地統計調査 

持ち家　： 13,300戸 (70.6%)
公的借家： 50戸 (0.3%)
民営借家： 1,740戸 (9.2%)
給与住宅： 50戸 (0.3%)

持ち家　： 30戸 (0.2%)
公的借家： 90戸 (0.5%)
民営借家： 380戸 (2.0%)
給与住宅： 20戸 (0.1%)

持ち家　： 30戸 (0.2%)
18,850戸 公的借家： 290戸 (1.5%)
(100.0%) 民営借家： 1,490戸 (7.9%)

※1 給与住宅： 160戸 (0.8%)

持ち家　： 0戸 (0.0%)
公的借家： 0戸 (0.0%)
民営借家： 10戸 (0.1%)
給与住宅： 0戸 (0.0%)

250戸 (6.1%)
1,680戸 (40.8%)

60戸 (1.5%)
※2 2,130戸 (51.7%)

4,180戸

※1：

※2：
※3：

※4：

※5：

一戸建 木造 550戸
560戸 非木造 20戸

木造 580戸
非木造 540戸

賃貸用の
住宅

1,680戸
長屋建・
共同住宅
1,120戸

50戸

建築中の住宅
10戸

()内の％は「居住世帯のある住宅」に対する比率
なお、住宅の所有の関係が「不詳」の住宅も含まれており、持ち家及び各借家を合計しても、専用住
宅の合計にはならないことに留意。
()内の％は「居住世帯のない住宅」に対する比率
「一時現在者のみの住宅」とは、昼間だけ使用しているとか、何人かの人が交代で寝泊まりしている
など、そこに普段居住しているものが一人もいない住宅
「二次的住宅」とは、別荘及び残業で遅くなった時に寝泊まりするなど、たまに寝泊まりしている人
がいる住宅
四捨五入の関係で、一部合計が100％にならない場合がある

居住世帯
の

ない住宅

4,120戸 (100.0%) 売却用の住宅
その他の住宅

一時現在者のみの住宅※3

店舗その他の併用住宅
810戸 (4.3%)

二次的住宅※4

空き家 賃貸用の住宅

住宅総数

その他
10戸

(0.1%)

23,030戸

専用住宅
18,040戸
(95.7%)

一戸建て
15,300戸
(81.2%)

長屋建て
630戸
(3.3%)

居住世帯
の

ある住宅 共同住宅
2,100戸
(11.1%)
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② 居住世帯のある住宅の状況 

1）所有関係別 住宅数の推移等 
 2008（平成 20）年に対する 2018（平成 30 年）の居住世帯のある住宅数は、ほぼ同じで

ある（0.9％増）。また持ち家の住宅数もほぼ同じである（1.7％増）。一方で、借家の住

宅数は減少している（5.8％減） 
 2018（平成 30 年）の居住世帯のある住宅数に対する持ち家の割合は、74.7％であり、

群馬県の割合：71.4％と比較すると若干、高い。同 借家の割合は 23.1％であり、群馬

県の割合：26.5％と比較すると若干、低い。 
 

■ 所有関係別 住宅数の推移 
（各年10月1日現在　単位　戸）

総数
公営の
借家

都市再生
機構(UR)・

公社の
借家

民営借家 給与住宅

沼田市 平成10年 15,340 10,470 4,830 480 - 4,080 270
(100.0%) (68.3%) (31.5%) (3.1%) - (26.6%) (1.8%)

平成15年 15,680 11,200 4,320 340 - 3,630 350
(100.0%) (71.4%) (27.6%) (2.2%) - (23.2%) (2.2%)

平成20年 18,680 13,840 4,630 580 - 3,690 360
(100.0%) (74.1%) (24.8%) (3.1%) - (19.8%) (1.9%)

平成25年 18,900 14,340 4,480 350 - 3,840 270
(100.0%) (75.9%) (23.7%) (1.9%) - (20.3%) (1.4%)

平成30年 18,850 14,080 4,360 430 - 3,680 250
(100.0%) (74.7%) (23.1%) (2.3%) - (19.5%) (1.3%)

群馬県 平成30年 786,600 561,700 208,500 28,000 200 166,300 14,000
(100.0%) (71.4%) (26.5%) (3.6%) (0.0%) (21.1%) (1.8%)

区分

居住世帯のある住宅数

総数 持ち家

借家

 
出典：住宅・土地統計調査 
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2）建て方別 住宅数の推移等 
 2008（平成 20）年に対する 2018（平成 30 年）の一戸建（2％増）及び共同住宅（3％

増）の住宅数は、ほぼ同じである。一方で、長屋の住宅数は減少している（19.2％減）。 
 2018（平成 30 年）の居住世帯のある住宅数に対する一戸建ての割合は 85.6％であり、

群馬県の割合：73.9％と比較すると、高い。同 長屋の割合は 3.3％であり、群馬県の割

合：2.0％と比較すると若干、高い。 
 また同 共同住宅の割合は 11.2％であり、群馬県の割合：23.9％と比較すると低い。 

 
■ 建て方別 住宅数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：住宅・土地統計調査 

（各年10月1日現在　単位 戸）

1階建
2階建
以上

1階建
2階建
以上

1階建 2階建
3階建
以上

沼田市 平成10年 15,340 12,740 4,010 8,730 940 650 280 1,570 - 880 690 90
(100.0%) (83.1%) (26.1%) (56.9%) (6.1%) (4.2%) (1.8%) (10.2%) - (5.7%) (4.5%) (0.6%)

平成15年 15,680 13,290 3,950 9,350 680 440 240 1,650 - 1120 530 60
(100.0%) (84.8%) (25.2%) (59.6%) (4.3%) (2.8%) (1.5%) (10.5%) - (7.1%) (3.4%) (0.4%)

平成20年 18,680 15,800 3,900 11,890 780 430 360 2,060 - 1310 750 40
(100.0%) (84.6%) (20.9%) (63.7%) (4.2%) (2.3%) (1.9%) (11.0%) - (7.0%) (4.0%) (0.2%)

平成25年 18,900 16,000 3,780 12,220 690 300 390 2,150 - 1630 520 50
(100.0%) (84.7%) (20.0%) (64.7%) (3.7%) (1.6%) (2.1%) (11.4%) - (8.6%) (2.8%) (0.3%)

平成30年 18,850 16,070 3,900 12,180 630 210 430 2,120 - 1,450 670 20
(100.0%) (85.3%) (20.7%) (64.6%) (3.3%) (1.1%) (2.3%) (11.2%) - (7.7%) (3.6%) (0.1%)

群馬県 平成30年 786,600 581,400 105,800 475,600 16,300 4,900 11,400 187,900 100 106,900 81,000 900
(100.0%) (73.9%) (13.5%) (60.5%) (2.1%) (0.6%) (1.4%) (23.9%) (0.0%) (13.6%) (10.3%) (0.1%)

区分 総数

建て方

その他
一戸建 長屋建

共同
住宅
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3）構造別／建築時期別 住宅数（2018（平成 30）年） 
 構造別に見ると、防火木造が最も多く（8,650 戸、居住世帯のある住宅数に対する割合：

45.9％）、ほぼ同数が木造（8,600 戸、45.6％）となっている。 
 防火木造と木造の合計は、17,250 戸（91.5％）となっており、群馬県の割合：76.6％と

比較すると、高い。 
 建築時期に見ると、1971～1975（昭和 46～50）年が最も多く（3,260 戸、居住世帯のあ

る住宅数に対する割合：17.3％）、次いで 1976～1980（昭和 51～55）年（2,730 戸、14.5％）、

1966～1970（昭和 41～45）年（2,660 戸、14.1％）が多い。 
 防火木造と木造の合計は、17,250 戸（91.5％）となっており、群馬県の割合：76.6％と

比較すると、高い。 
 建築時期が新耐震基準の適用された 1981（昭和 56）年より前の住宅数（建築時期が 1980

（昭和 55）年以前の住宅数）は 5,920 戸（31.4％）である。 
 
■ 構造／建築時期別 住宅数 

（平成30年10月1日現在）

木造
（防火木造

を除く)
防火木造

鉄筋・鉄骨
ｺﾝｸﾘｰﾄ造

鉄骨造 その他

住宅総数（沼田市） 18,850 8,600 8,650 980 580 40
(100.0%) (45.6%) (45.9%) (5.2%) (3.1%) (0.2%)

昭和45年以前 2,660 2,030 620 - 10 -
(100.0%) (76.3%) (23.3%) - (0.4%) -

昭和46年～55年 3,260 1,860 1,180 210 20 10
(100.0%) (57.1%) (36.2%) (6.4%) (0.6%) (0.3%)

昭和56年～平成２年 2,730 1,290 1,280 110 50 10
(100.0%) (47.3%) (46.9%) (4.0%) (1.8%) (0.4%)

平成３年～７年 1,630 570 830 160 80 -
(100.0%) (35.0%) (50.9%) (9.8%) (4.9%) -

平成８年～12年 1,780 630 1,040 90 30 -
(100.0%) (35.4%) (58.4%) (5.1%) (1.7%) -

平成13年～17年 1,860 450 980 190 210 20
(100.0%) (24.2%) (52.7%) (10.2%) (11.3%) (1.1%)

平成18年～22年 1,130 270 780 30 50 -
(100.0%) (23.9%) (69.0%) (2.7%) (4.4%) -

平成23年～27年 1,340 400 870 40 30 -
(100.0%) (29.9%) (64.9%) (3.0%) (2.2%) -

平成28年～30年９月 660 180 420 20 40 -
(100.0%) (27.3%) (63.6%) (3.0%) (6.1%) -

住宅総数（群馬県） 786,600 263,200 339,700 113,600 67,300 2,800
(100.0%) (33.5%) (43.2%) (14.4%) (8.6%) (0.4%)

区分 総数

構造

 
出典：平成 30 年住宅・土地統計調査 
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4）所有関係別 1 住宅当たり延べ床面積（2018（平成 30）年） 
 1 住宅当たり延べ床面積は、住宅全体：116.32 ㎡であるが、持ち家：134.76 ㎡、借家：

56.78 ㎡であり、所有関係による差は約 78 ㎡と大きい。 
 群馬県と市を比較すると、持家・借家とも、市の方が 5～8 ㎡程度、大きい。 

 
■ 所有関係別 1 住宅当たり延べ床面積 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 30 年住宅・土地統計調査 

5）最低居住面積水準未満の世帯の割合の推移 
 2008（平成 20）年に対する 2018（平成 30 年）の最低居住面積水準未満世帯の割合は、

ほぼ同じである（0.3％増）。 
 2018（平成 30 年）の最低居住面積水準未満世帯の割合は、3.4％であり、群馬県の割合：

3.8％とほぼ同じである。 
 
■ 最低居住面積水準未満の割合の推移 

世帯数 割合
沼田市 平成10年 15,340 570 3.7%

平成15年 15,680 520 3.3%
平成20年 18,680 560 3.0%
平成25年 18,900 590 3.1%
平成30年 18,850 650 3.4%

群馬県 平成30年 786,600 29,600 3.8%

区分
主世帯
総数

最低居住面積
水準未満の世帯

 
出典：住宅・土地統計調査 

 

（単位：㎡　平成30年10月1日現在）

総数
公営の
借家

都市再生
機構(UR)・

公社の
借家

民営借家 給与住宅

沼田市 116.32 134.76 56.78 78.28 - 53.28 71.56
群馬県 107.14 128.99 48.29 55.42 55.41 47.02 48.95

区分 総数 持ち家

借家
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③ 空き家（居住世帯のない住宅）の状況 
1）建て方別 空き家数の推移等 

 2008（平成 20）年と 2018（平成 30 年）の空き家率は、ほぼ同じである（1.0％増）が、

戸数自体は増加している（270 戸増）。 
 2018（平成 30）年の空き家を建て方別に見ると、一戸建てが最も多く（2,820 戸、68.4％）、

次いで長屋建・共同住宅・その他（1,290 戸、31.3％）が多い。 
 2018（平成 30 年）の空き家率は、17.9％であり、群馬県の割合：16.7％とほぼ同じで

ある。 
 
■ 建て方別 空き家数の推移 

空き家率 空き家数
空き家総数に
占める割合 空き家数

空き家総数に
占める割合

沼田市 平成20年 22,820 3,850 16.9% 2,280 59.2% 1,580 41.0%
平成25年 22,760 3,750 16.5% 2,730 72.8% 1,020 27.2%
平成30年 23,030 4,120 17.9% 2,820 68.4% 1,290 31.3%

群馬県 平成30年 949,000 158,300 16.7% 74,800 47.3% 83,600 52.8%

区分
住宅
総数

空き家
総数 一戸建

長屋建・共同住宅
・その他

 
出典：住宅・土地統計調査 

2）種類別 空き家数の推移等 
 賃貸用住宅の住宅数は、2008（平成 20）年に対して 2018（平成 30 年）の方が増加して

いる（340 戸増）。 
 その他の住宅の住宅数は、2008（平成 20）年に対して 2018（平成 30 年）の方が増加し

ている（170 戸増）。 
 2018（平成 30）年の空き家を建種類別に見ると、その他の住宅が最も多く（2,130 戸、

51.7％）、次いで賃貸用の住宅（1,680 戸、40.8％）が多い。また住宅総数に対するその

他の住宅の空き家（以下：その他空き家）の割合は 9.2％であり、住宅の 1 割近くがそ

の他空き家となっている。 
 
■ 種類別 空き家数の推移 

空き家率 空き家数
空き家総数に
占める割合 空き家数

空き家総数に
占める割合 空き家数

空き家総数に
占める割合 空き家数

空き家総数に
占める割合

沼田市 平成20年 22,820 3,850 16.9% 510 13.2% 1,340 34.8% 50 0.2% 1,960 50.9%
平成25年 22,760 3,750 16.5% 390 10.4% 1,340 35.7% 60 1.6% 1,950 52.0%
平成30年 23,030 4,120 17.9% 250 6.1% 1,680 40.8% 60 1.5% 2,130 51.7%

群馬県 平成30年 949,000 158,300 16.7% 14,800 9.3% 77,100 48.7% 3,900 2.5% 62,600 39.5%

売却用の住宅 その他の住宅区分
住宅
総数

空き家
総数 二次的住宅 賃貸用の住宅

 
出典：住宅・土地統計調査 

（注）空き家の「その他の住宅」とは，「賃貸用の住宅」「売却用の住宅」「二次的住宅」以外の住宅で，例えば，

転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっ

ている住宅のほか，空き家の区分の判断が困難な住宅などを含む。 
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3）建て方別 その他空き家の推移等 
 2008（平成 20）年に対する 2018（平成 30 年）のその他空き家数は、一戸建てについて

は増加している（430 戸増）一方で、長屋建等については減少している（260 戸減）。 
 2018（平成 30）年のその他空き家を建て方別に見ると、一戸建てが最も多い（1,970 戸、

その他空き家の 92.5％）。またそのうち、腐朽・破損のあるものは 690 戸（一戸建ての

その他空き家の 35.0％）となっている。 
 
■ 建て方別 その他空き家数の推移 

空き家率 空き家数
その他の住宅
に占める割合 空き家数

その他の住宅
に占める割合

沼田市 平成20年 22,820 1,960 8.6% 1,540 78.6% 420 21.4%
平成25年 22,760 1,950 8.6% 1,780 91.3% 180 9.2%
平成30年 23,030 2,130 9.2% 1,970 92.5% 160 7.5%

群馬県 平成30年 949,000 62,600 6.6% 53,400 85.3% 9,200 14.7%

区分
住宅
総数

その他の住宅
総数 一戸建の

その他の住宅
長屋建・共同住宅・その

他のその他の住宅

 
出典：住宅・土地統計調査 

 
■ 腐朽・破損の有無別、一戸建てのその他空き家数の推移 

空き家率 空き家数
一戸建てのそ
の他の住宅に
占める割合

空き家数
一戸建てのそ
の他の住宅に
占める割合

沼田市 平成20年 22,820 1,540 6.7% 370 24.0% 1,170 76.0%
平成25年 22,760 1,780 7.8% 560 31.5% 1,220 68.5%
平成30年 23,030 1,970 8.6% 690 35.0% 1,280 65.0%

群馬県 平成30年 949,000 53,400 5.6% 17,000 31.8% 36,400 68.2%

区分
住宅
総数

一戸建の
その他の住宅

総数 腐朽･破損あり 腐朽･破損なし

 
出典：住宅・土地統計調査
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（1） 公営住宅等の管理戸数 
 2019（R1）年 10 月時点の公営住宅ストック数は 463 戸であり、そのうち市営住宅は、

102 棟 383 戸、県営住宅は 4 棟 80 戸（金井団地 1973～1975 年度建設・中層耐火構造）

となっている。 
 市内に群馬県供給公社・独立行政法人都市再生機構の賃貸住宅はない。 

 

 
■ 市営住宅一覧 
※ 塚田 B 棟は火災で焼失し、市の単独費で再建 

戸数
計

棟数
計

建設
年度

戸数 住戸
専用
面積

経過
年数

構造 備考 戸数
計

棟数
計

建設
年度

戸数 住戸
専用
面積

経過
年数

構造 備考

1954 4 28.9 65 木造 1976 24 52.1 43 中層耐火

1954 2 36.4 65 木造 1977 24 55.4 42 中層耐火

1955 4 36.4 64 木造 1978 24 58.8 41 中層耐火

1955 2 28.9 64 木造 1992 1 52.6 27 高層耐火

1956 8 35.5 63 木造 1992 1 52.5 27 高層耐火

1957 2 35.5 62 木造 1992 1 52.5 27 高層耐火

1957 6 35.5 62 木造 1992 1 56.2 27 高層耐火

1956 1 28.9 63 木造 1992 9 69.3 27 高層耐火

1959 2 28.9 60 木造 1992 5 67.0 27 高層耐火

3 十王堂 4 4 1957 4 28.9 62 木造 市有地 1992 4 67.0 27 高層耐火

2018 4 60.0 1 準耐火2階 1992 2 83.8 27 高層耐火

2018 4 43.5 1 準耐火2階 1994 1 53.1 25 高層耐火

2018 2 43.5 1 準耐火2階 1994 3 53.1 25 高層耐火

2018 2 68.3 1 準耐火2階 1994 2 52.2 25 高層耐火

2018 4 43.5 1 準耐火2階 1994 2 55.9 25 高層耐火

1959 14 28.9 60 木造 1994 1 66.5 25 高層耐火

1959 2 28.9 60 木造 1994 6 66.5 25 高層耐火

1961 6 31.8 58 木造 1994 1 66.5 25 高層耐火

1961 2 31.8 58 木造 1994 4 66.5 25 高層耐火

1966 6 33.1 53 木造 1994 10 70.3 25 高層耐火

1966 2 31.2 53 簡易耐火平屋 1994 3 66.5 25 高層耐火

1966 8 31.2 53 簡易耐火平屋 1994 3 66.5 25 高層耐火

8 東原 8 2 1969 8 32.2 50 簡易耐火平屋 市有地 1994 2 78.1 25 高層耐火

1970 4 33.7 49 簡易耐火平屋 1994 1 79.9 25 高層耐火

1971 4 33.7 48 簡易耐火平屋 計 66 計 2 1994 3 79.9 25 高層耐火

1971 4 36.4 48 簡易耐火平屋 16 追貝Ａ 4 2 1991 4 75.8 28 木造 借地

1971 6 36.4 48 簡易耐火平屋 17 南郷 2 1 1991 2 75.9 28 木造 市有地

1971 6 33.7 48 簡易耐火平屋 18 大楊 4 2 1992 4 75.9 27 木造 借地

1971 4 33.7 48 簡易耐火平屋 19 老神 16 1 1992 16 63.7 27 中層耐火 市有地

1972 4 33.4 47 簡易耐火平屋 1993 2 76.7 26 木造

1972 4 33.4 47 簡易耐火平屋 1994 2 76.7 25 木造

1972 2 33.4 47 簡易耐火平屋 21 多那 10 5 1994 10 76.7 25 木造 市有地

1985 4 33.6 34 木造 1995 4 82.8 24 準耐火2階

1972 6 36.6 47 簡易耐火平屋 1995 4 83.0 24 準耐火2階

1973 5 40.8 46 簡易耐火平屋 1996 4 82.8 23 準耐火2階

1973 5 40.8 46 簡易耐火平屋 1996 4 83.0 23 準耐火2階

1973 5 36.6 46 簡易耐火平屋 383 102 383

1973 5 36.6 46 簡易耐火平屋

1974 4 45.0 45 簡易耐火平屋

1974 4 45.0 45 簡易耐火平屋

1974 4 41.6 45 簡易耐火平屋

1975 4 49.6 44 簡易耐火2階

1975 4 49.6 44 簡易耐火2階

1975 2 49.6 44 簡易耐火2階

合計

22 大原 16 4 借地

20 輪組 4 2 市有地

15

谷地端第２
A棟

24 1 市有地

谷地端第２
B棟

42 1
市有地

14 東下原 72 3 市有地

団地名

2 十三割 19 19

団地名

1 十二木 12 12

4 谷地端 16 2

5 上原 16 9

9 十三割第３ 12 3

6 南明 8 5

7 十三割第２ 16 6

10 原田 24 5

11 塚田 12 3

12 金井 20 4

13 滝下 22 6

市有地

借地

市有地

市有地

市有地

借地

市有地

借地

借地

借地

市有地

 

※■網掛け部分は、都市計画区域外に立地 
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■ 市営住宅位置図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図の出典：沼田市公共施設等総合管理計画（一部加工）

利根地区 

白沢地区 

沼田地区 

利根地区 

白沢地区 

沼田地区 
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（2） 市営住宅の状況 
①  構造 

 棟数は木造が最も多く（65 棟、63.7%）、次いで簡易耐火構造平屋建（22 棟、21.6%）

が多い。 
 戸数においても、木造と簡易耐火構造平屋建が各 100 戸程度（計 187 戸、48.8％）と多

く、次いで中層耐火構造（88 戸、23.0％）、高層耐火構造（66 戸、17.2％）となってい

る。 
 

■ 構造別棟数・管理戸数 

 
 
 
 
 
 
 
 
② 建設年度 

 棟数は 1965（S40）年度以前のストックが最も多く（49 棟、48.0%）、半数を占める。

次いで 1971～75（S46～75）年度（19 棟、18.6%）、1991～95（H3～7）年度（17 棟、

16.7％）となっている。 
 棟数を構造別にみると、1965（S40）年度以前のストックは木造、1971～75（S46～75）

年度は簡易耐火構造、1991～95（H3～7）年度は木造と高層耐火構造である。 
 戸数は 1991～95（H3～7）年度が最も多く（114 戸、29.8％）、次いで 1971～75（S46

～50）年度（82 戸、21.5%）、1976～80（S51～55）年度（72 戸、18.8%）となってい

る。 
 戸数を構造別にみると、1975（S50）年度以前のストックは、木造及び簡易耐火構造（169

戸、44.1％）が中心となっている。中層耐火構造・高層耐火構造（154 戸、40.2％）は、

1976（S51）～1995（H7）年度の間に供給されている。 
 

 

 

棟 割合 戸 割合

木造 65 63.7% 93 24.3%

簡易耐火平屋 22 21.6% 94 24.5%

簡易耐火2階 3 2.9% 10 2.6%

準耐火2階 6 5.9% 32 8.4%

中層耐火 4 3.9% 88 23.0%

高層耐火 2 2.0% 66 17.2%

合計 102 100.0% 383 100.0%

棟数 戸数
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■ 建設年度・構造別棟数 ■ 建設年度・構造別戸数 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 建設年度・構造別棟数 

合計 木造 簡易耐火平屋 簡易耐火2階 準耐火2階 中層耐火 高層耐火

49 49
(48.0%) (48.0%)

9 3 6
(8.8%) (2.9%) (5.9%)

19 16 3
(18.6%) (15.7%) (2.9%)

3 3
(2.9%) (2.9%)

1 1
(1.0%) (1.0%)

17 12 2 1 2
(16.7%) (11.8%) (2.0%) (1.0%) (2.0%)

2 2
(2.0%) (2.0%)

2 2
(2.0%) (2.0%)

102 65 22 3 6 4 2
(100.0%) (63.7%) (21.6%) (2.9%) (5.9%) (3.9%) (2.0%)

計

1965(S40)年度

以前

1966～1970
(S41～45)年度

1971～1975
(S46～50)年度

1976～1980
(S51～55)年度

1981～1985
(S56～60)年度

1986～1990
(S61～H2)年度

1991～1995
(H3～H7)年度

1996～2000
(H8～12)年度

2001～2005
(H13～17)年度

2006～2010
(H18～22)年度

2011～2015
(H23～27)年度

2016(H28)年度

以降

 

0 20 40 60 80 100 120

1965(S40)年度

以前

1966～1970
(S41～45)年度

1971～1975
(S46～50)年度

1976～1980
(S51～55)年度

1981～1985
(S56～60)年度

1986～1990
(S61～H2)年度

1991～1995
(H3～H7)年度

1996～2000
(H8～12)年度

2001～2005
(H13～17)年度

2006～2010
(H18～22)年度

2011～2015
(H23～27)年度

2016(H28)
年度以降

（戸）

木造 簡易耐火平屋 簡易耐火2階

準耐火2階 中層耐火 高層耐火

0 20 40 60

1965(S40)年度

以前

1966～1970
(S41～45)年度

1971～1975
(S46～50)年度

1976～1980
(S51～55)年度

1981～1985
(S56～60)年度

1986～1990
(S61～H2)年度

1991～1995
(H3～H7)年度

1996～2000
(H8～12)年度

2001～2005
(H13～17)年度

2006～2010
(H18～22)年度

2011～2015
(H23～27)年度

2016(H28)
年度以降

（棟）

木造 簡易耐火平屋 簡易耐火2階

準耐火2階 中層耐火 高層耐火
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■ 建設年度・構造別戸数 

合計 木造 簡易耐火平屋 簡易耐火2階 準耐火2階 中層耐火 高層耐火

59 59
(15.4%) (15.4%)

28 6 22
(7.3%) (1.6%) (5.7%)

82 72 10
(21.4%) (18.8%) (2.6%)

72 72
(18.8%) (18.8%)

4 4
(1.0%) (1.0%)

114 24 8 16 66
(29.8%) (6.3%) (2.1%) (4.2%) (17.2%)

8 8
(2.1%) (2.1%)

16 16
(4.2%) (4.2%)

383 93 94 10 32 88 66
(100.0%) (24.3%) (24.5%) (2.6%) (8.4%) (23.0%) (17.2%)

計

1965(S40)年度

以前

1966～1970
(S41～45)年度

1971～1975
(S46～50)年度

1976～1980
(S51～55)年度

1981～1985
(S56～60)年度

1986～1990
(S61～H2)年度

1991～1995
(H3～H7)年度

1996～2000
(H8～12)年度

2001～2005
(H13～17)年度

2006～2010
(H18～22)年度

2011～2015
(H23～27)年度

2016(H28)年度

以降
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③ 住戸規模 
 30～40 ㎡未満（112 戸、29.2％）が最も多く、次いで 50～60 ㎡未満（84 戸、21.9％）

が多い。 
 構造別にみると、木造の一部（29 戸、7.6%）が 30 ㎡未満、木造と簡易耐火構造の一部

（112 戸、29.2%）が、30～40 ㎡未満となっている。 
 建設年度別にみると、1991（H3）年度以降に供給された住戸は、全て 50 ㎡以上となっ

ている。 
 

■ 構造・規模別戸数 ■ 建設年度・規模別戸数 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0 20 40 60 80 100 120

30㎡未満

30～40㎡未満

40～50㎡未満

50～60㎡未満

60～70㎡未満

70㎡以上

（戸）

木造 簡易耐火平屋 簡易耐火2階

準耐火2階 中層耐火 高層耐火

0 20 40 60 80 100 120

1965(S40)年度

以前

1966～1970
(S41～45)年度

1971～1975
(S46～50)年度

1976～1980
(S51～55)年度

1981～1985
(S56～60)年度

1986～1990
(S61～H2)年度

1991～1995
(H3～H7)年度

1996～2000
(H8～12)年度

2001～2005
(H13～17)年度

2006～2010
(H18～22)年度

2011～2015
(H23～27)年度

2016(H28)
年度以降

（戸）

30㎡

未満

30～

40㎡

未満

40～

50㎡

未満

50～

60㎡

未満

60～

70㎡

未満

70㎡

以上
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■ 構造・規模別戸数 
合計 木造 簡易耐火平屋 簡易耐火2階 準耐火2階 中層耐火 高層耐火

29 29
(7.6%) (7.6%)

112 40 72
(29.2%) (10.4%) (18.8%)

42 22 10 10
(11.0%) (5.7%) (2.6%) (2.6%)

84 72 12
(21.9%) (18.8%) (3.1%)

58 6 16 36
(15.1%) (1.6%) (4.2%) (9.4%)

58 24 16 18
(15.1%) (6.3%) (4.2%) (4.7%)

383 93 94 10 32 88 66
(100.0%) (24.3%) (24.5%) (2.6%) (8.4%) (23.0%) (17.2%)

計

30㎡未満

30～40㎡未満

40～50㎡未満

50～60㎡未満

60～70㎡未満

70㎡以上

 
 
■ 建設年度・規模別戸数 

合計 30㎡未満
30～40㎡

未満

40～50㎡
未満

50～60㎡
未満

60～70㎡
未満

70㎡以上

59 29 30
(15.4%) (7.6%) (7.8%)

28 28
(7.3%) (7.3%)

82 50 32
(21.4%) (13.1%) (8.4%)

72 72
(18.8%) (18.8%)

4 4
(1.0%) (1.0%)

114 12 52 50
(29.8%) (3.1%) (13.6%) (13.1%)

8 8
(2.1%) (2.1%)

16 10 6
(4.2%) (2.6%) (1.6%)

383 29 112 42 84 58 58
(100.0%) (7.6%) (29.2%) (11.0%) (21.9%) (15.1%) (15.1%)

計

1965(S40)年度

以前

1966～1970
(S41～45)年度

1971～1975
(S46～50)年度

1976～1980
(S51～55)年度

1981～1985
(S56～60)年度

1986～1990
(S61～H2)年度

1991～1995
(H3～H7)年度

1996～2000
(H8～12)年度

2001～2005
(H13～17)年度

2006～2010
(H18～22)年度

2011(H23)年度

以降

2016(H28)
年度以降
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（3） 入居者の状況 
 2019（R1）年 10 月時点の入居世帯数は、311 世帯、管理戸数に対する入居率は 81.2%

となっている。 
 
①  世帯人数       ■ 世帯人数別世帯数 

 平均世帯人数は 1.6 人/世帯である。 
 1 人（単身）世帯が最も多く（144 戸、46.3%）、

入居世帯の約半数を占める。次いで 2 人世帯

（92 戸、29.6%）、3 人世帯（41 戸、13.2%）

が多い。 
 団地別別に１人（単身）世帯をみると、南明

団地は 4 世帯の全世帯が 1 人（単身）世帯で

ある。 

■ 団地・世帯人数別世帯数 
世帯人員構成

1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人
12 12 7 5 17

(100.0%) (58.3%) (41.7%)
19 18 11 5 2 27 1

(100.0%) (61.1%) (27.8%) (11.1%)
4 4 3 1 6

(100.0%) (75.0%) (25.0%)
16 16 10 2 2 2 28

(100.0%) (62.5%) (12.5%) (12.5%) (12.5%)
16 9 7 2 11 7

(100.0%) (77.8%) (22.2%)
8 4 4 4 4

(100.0%) (100.0%)
16 14 10 3 1 20 2

(100.0%) (71.4%) (21.4%) (7.1%)
8 8 6 1 1 12

(100.0%) (75.0%) (12.5%) (12.5%)
12 12 9 2 1 16

(100.0%) (75.0%) (16.7%) (8.3%)
24 23 18 4 1 29 1

(100.0%) (78.3%) (17.4%) (4.3%)
12 12 8 4 16

(100.0%) (66.7%) (33.3%)
20 20 10 7 3 33

(100.0%) (50.0%) (35.0%) (15.0%)
22 20 15 3 1 1 28 2

(100.0%) (75.0%) (15.0%) (5.0%) (5.0%)
72 39 9 17 6 6 1 90 9 24

(100.0%) (23.1%) (43.6%) (15.4%) (15.4%) (2.6%)
66 63 10 25 19 8 1 154 3

(100.0%) (15.9%) (39.7%) (30.2%) (12.7%) (1.6%)
4 4 1 1 1 1 13

(100.0%) (25.0%) (25.0%) (25.0%) (25.0%)
2 1 1 4 1

(100.0%) (100.0%)
4 3 1 1 1 7 1

(100.0%) (33.3%) (33.3%) (33.3%)
16 12 3 6 2 1 25 4

(100.0%) (25.0%) (50.0%) (16.7%) (8.3%)
4 2 1 1 3 2

(100.0%) (50.0%) (50.0%)
10 4 1 2 1 9 6

(100.0%) (25.0%) (50.0%) (25.0%)
16 11 2 2 4 2 1 43 5

(100.0%) (18.2%) (18.2%) (36.4%) (18.2%) (9.1%)
383 311 144 92 41 28 5 1 595 34 38

(100.0%) (46.3%) (29.6%) (13.2%) (9.0%) (1.6%) (0.3%)

政策
空家
戸数

大原団地

南郷団地

大楊団地

老神団地

輪組団地

多那団地

東下原団地

谷地端第２団地

追貝Ａ団地

団地名又は地区名
管理
戸数

現入居
戸数

入居者
数

空家
戸数

十二木団地（募集停止）

十三割団地（募集停止）

十王堂団地（募集停止）

谷地端団地

原田団地

上原団地（募集停止）

南明団地（募集停止）

十三割第２団地（募集停止）

東原団地

十三割第３団地

塚田団地

金井団地

滝下団地

 
※上表の括弧内の数値は、現入居戸数に対する世帯人員構成別の戸数の割合を示している。 

1人
144

(46.3%)

2人
92

(29.6%)

3人
41

(13.2%)

4人
28

(9.0%)

5人
5

(1.6%)

6人
0

(0.0%)

7人
1

(0.3%)
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② 世帯の種類 
 高齢者世帯※は 131 世帯（42.1%）で、うち単身世帯は 106 世帯（34.1%）となってい

る。 
 団地別でみると、輪組団地（全 2 世帯）、十三割第２団地（14 世帯中 12 世帯、85.7%）、

塚田団地（12 世帯中 10 世帯、83.3%）で、高齢者世帯の占める割合が高い。 
 ひとり親世帯は 70 世帯（22.5%）で、なかでも谷地端第２団地は、66 世帯中 33 世帯

（52.4%）がひとり親世帯である。 
■ 団地・世帯の種類別世帯数 

世帯種別

うち単身
世帯

12 12 7 6 1 4
(100.0%) (58.3%) (50.0%) (8.3%) (33.3%)

19 18 12 10 4 3 3
(100.0%) (66.7%) (55.6%) (22.2%) (16.7%) (16.7%)

4 4 3 3 1
(100.0%) (75.0%) (75.0%) (25.0%)

16 16 7 7 1 1 2
(100.0%) (43.8%) (43.8%) (6.3%) (6.3%) (12.5%)

16 9 6 5 1 1 4
(100.0%) (66.7%) (55.6%) (11.1%) (11.1%) (44.4%)

8 4 3 3 1
(100.0%) (75.0%) (75.0%) (25.0%)

16 14 12 9 1 2 3
(100.0%) (85.7%) (64.3%) (7.1%) (14.3%) (21.4%)

8 8 6 6 2 2
(100.0%) (75.0%) (75.0%) (25.0%) (25.0%)

12 12 8 8 3 2 2
(100.0%) (66.7%) (66.7%) (25.0%) (16.7%) (16.7%)

24 23 18 16 2 3 1
(100.0%) (78.3%) (69.6%) (8.7%) (13.0%) (4.3%)

12 12 10 8 1 3
(100.0%) (83.3%) (66.7%) (8.3%) (25.0%)

20 20 8 5 6 7 3
(100.0%) (40.0%) (25.0%) (30.0%) (35.0%) (15.0%)

22 20 10 10 3 4 3
(100.0%) (50.0%) (50.0%) (15.0%) (20.0%) (15.0%)

72 39 9 3 6 4 8
(100.0%) (23.1%) (7.7%) (15.4%) (10.3%) (20.5%)

66 63 5 4 11 9 33
(100.0%) (7.9%) (6.3%) (17.5%) (14.3%) (52.4%)

4 4 1
(100.0%) (25.0%)

2 1
(100.0%)

4 3 1 1
(100.0%) (33.3%) (33.3%)

16 12 4 1 4 1 3
(100.0%) (33.3%) (8.3%) (33.3%) (8.3%) (25.0%)

4 2 2 1 1
(100.0%) (100.0%) (50.0%) (50.0%)

10 4 2 1
(100.0%) (50.0%) (25.0%)

16 11 1 3
(100.0%) (9.1%) (27.3%)

383 311 131 106 48 50 70
(100.0%) (42.1%) (34.1%) (15.4%) (16.1%) (22.5%)

追貝Ａ団地

南明団地（募集停止）

十三割第２団地（募集停止）

東原団地

十三割第３団地

原田団地

塚田団地

金井団地

合計

南郷団地

大楊団地

老神団地

輪組団地

多那団地

大原団地

谷地端第２団地

十二木団地（募集停止）

十三割団地（募集停止）

十王堂団地（募集停止）

谷地端団地

障害者の
いる世帯

ひとり親
世帯

団地名又は地区名
管理
戸数

上原団地（募集停止）

現入居

戸数
高齢者

世帯※

その他高
齢者のい
る世帯

滝下団地

東下原団地

 
※高齢者世帯：65 歳以上の者のみで構成するか、又はこれに 18 歳未満の未婚の者が加わった世帯 
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③ 世帯の所得（年収）別世帯数 
 世帯年収は 100 万円未満が最も多く（227 世帯、73.0%）、100～200 万円未満（60 世帯、

19.3%）を併せると入居世帯（383 世帯）の 9 割を占める。 

100万円未満
227

(73.0%)

100～200万円
未満

60
(19.3%)

200～300万円
未満

19
(6.1%)

300～400万円
未満

3
(1.0%)

400万円以上
2

(0.6%)

 

 

④ 居住水準への対応 
  最低居住水準未満世帯は 15 世帯（4.8%）となっている。 

 

■ 団地・世帯の種類別世帯数 

団地名又は地区名
管理
戸数

現入居
戸数

最低居住
水準

未満世帯

団地名又は地区名
管理
戸数

現入居
戸数

最低居住
水準

未満世帯

12 12 2 22 20 1
(100.0%) (16.7%) (100.0%) (5.0%)

19 18 2 72 39 1
(100.0%) (11.1%) (100.0%) (2.6%)

4 4 1 66 63
(100.0%) (25.0%) (100.0%)

16 16 4 4
(100.0%) (100.0%)

16 9 2 2 1
(100.0%) (22.2%) (100.0%)

8 4 4 3
(100.0%) (100.0%)

16 14 1 16 12
(100.0%) (7.1%) (100.0%)

8 8 1 4 2
(100.0%) (12.5%) (100.0%)

12 12 1 10 4
(100.0%) (8.3%) (100.0%)

24 23 1 16 11
(100.0%) (4.3%) (100.0%)

12 12 383 311 15
(100.0%) (100.0%) (4.8%)

20 20 2
(100.0%) (10.0%)

塚田団地

金井団地

滝下団地

東下原団地

谷地端第２団地

追貝Ａ団地

南郷団地

大楊団地

老神団地

輪組団地

多那団地

大原団地

合計

南明団地（募集停止）

十三割第２団地（募集停止）

東原団地

十三割第３団地

原田団地

十二木団地（募集停止）

十三割団地（募集停止）

十王堂団地（募集停止）

谷地端団地

上原団地（募集停止）
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（4） 空き家の状況 
 2019 年（R1）年 10 月時点の管理戸数に対する空き家率は 9.7%となっている（政策空

き家除く）。 

 団地別に見ると、多那団地（10 戸中 6 戸、60.0%）、南郷団地（2 戸中 1 戸、50%）、輪

組団地（4 戸中 2 戸、50%）において、空き家が多い。 

■ 団地別空き家の状況 

12 12
(100.0%)

19 18 1
(94.7%) (5.3%)

4 4
(100.0%)

16 16
(100.0%)

16 9 7
(56.3%) (43.8%)

8 4 4
(50.0%) (50.0%)

16 14 2
(87.5%) (12.5%)

8 8
(100.0%)

12 12
(100.0%)

24 23 1
(95.8%) (4.2%)

12 12
(100.0%)

20 20
(100.0%)

22 20 2
(90.9%) (9.1%)

72 39 9 24
(54.2%) (12.5%) (33.3%)

66 63 3
(95.5%) (4.5%)

4 4
(100.0%)

2 1 1
(50.0%) (50.0%)

4 3 1
(75.0%) (25.0%)

16 12 4
(75.0%) (25.0%)

4 2 2
(50.0%) (50.0%)

10 4 6
(40.0%) (60.0%)

16 11 5
(68.8%) (31.3%)

383 311 34 25 13
(81.2%) (8.9%) (6.5%) (3.4%)

十三割第３団地

原田団地

合計

金井団地

滝下団地

東下原団地

谷地端第２団地

追貝Ａ団地

南郷団地

大楊団地

老神団地

輪組団地

多那団地

大原団地

塚田団地

東原団地

上原団地

団地名又は地区名
管理
戸数

現入居
戸数

十二木団地

十三割団地

十王堂団地

谷地端団地

政策
空家

戸数①

空家
戸数

南明団地

十三割第２団地

政策
空家

戸数②

 
政策空き家戸数①：改善事業実施のための政策空き家 

政策空き家戸数②：上記以外の政策空き家 
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（1） 基本方針 

 本計画の基本方針は以下のとおりとする。 
① 人口減少と地域の状況に対応した管理戸数の設定、団地の集約・再編 

●将来的な需要をふまえて、市営住宅の管理戸数の削減を図る。 
●地域の特性・住宅需要への対応、維持管理の効率性確保に留意しつつ、中長期的に維持

する団地等を設定する。 
 

② 老朽化したストックの建替え等による住宅の質の確保 
●中長期的に維持管理する団地においては、安全で快適な住宅としての質の確保を図る。 

 
③ 長寿命化改善によるライフサイクルコストの縮減 

●今後の管理期間に留意しつつ、ライフサイクルコストの縮減に資する長寿命化型改善や

予防保全的な修繕を実施する。 
 

④ ストックの状況把握・データ管理に基づく修繕計画の作成 
●全住棟について、今後の建替えや改善等の実施状況等を踏まえて、効果的・効率的な修

繕計画を立てる。 
●点検・修繕等の履歴をデータベース化することにより修繕計画の作成に役立てる。 

 
⑤ 建替え・改善、維持管理における民間資本の活用 

●建替・改善事業への民間資本の積極的な活用を図る。 
●点検・維持管理への民間資本の積極的な活用を図る。 
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（2） 各方針に係る検討の視点 

 （1）で示したそれぞれの方針について、現状認識と検討の視点を以下に示す。 
 
① 人口減少と地域の状況に対応した管理戸数、団地の集約・再編 
＜現状＞ 
●人口減少と超高齢化が進行する中で「まちのまとまり」の維持が求められている 

 市の人口は 1995（平成 7）年をピークに減少に転じており、世帯数は 2010（平成 22）年

以降は概ね横ばいで推移している。また世帯の小規模化・人口の高齢化率が進み、特に高

齢化率は県全体の平均より高い状況にある。 
 このような人口減少や年代構成の変化により、求められる公営住宅ニーズが変化している

ことが予測される。 
 沼田市公共施設等総合管理計画（平成 29 年 3 月）においては、公共施設の保有量（延床

面積）を今後 40 年間で 40％削減することが目標として掲げられている。 
 また今後更なる人口減少・超高齢社会化が進むなか、県民の生活環境の悪化や行政コスト

の増大といった望ましくない状況が予見される背景のもと、県の策定した「ぐんま“まち

づくり”ビジョン」（2012 年）では、持続可能なまちづくりを実現するために、今後は、

買物・通院などの生活サービスを享受しやすいよう「まちのまとまり」を維持し、それら

を公共交通機関でつなぐことが掲げられている。 
●市営住宅の空き家率は県営住宅よりも低い水準だが、その状況は地域や団地によって異なる 

 市営住宅の空き家率は 9.7%であり、県営住宅の平均空き家率（11%）よりは若干、高い。 
 一方で旧利根村地区には、空き家率の高い（50%以上）の団地が複数ある。 

 

＜基本方針＞ 
●将来的な需要をふまえて、市営住宅の管理戸数の削減を図る。 

 人口減少に伴う住宅確保要配慮者世帯数の減少が見込まれることから、将来（ここでは今

後 20 年程度の中長期）の公営住宅需要の見通しを踏まえ、県営住宅の管理方針を定め、将

来の管理戸数の削減を図る。 
●地域の特性・住宅需要への対応、維持管理の効率性に留意しつつ、中長期的に維持する団地等

を設定する。 

 地域の特性や住宅需要、公営住宅を補完し得る民間賃貸住宅ストックの状況や、まちのま

とまりの維持に留意しつつ、戸数削減によって住宅供給のバランスに大きな偏りが生じな

いよう留意する。 
 また中長期的に維持管理する団地、集約・再編の対象とする団地等の設定においては、維

持管理の効率性確保にも留意する。 
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② 老朽化したストックの建替え等による、住宅の質の確保 
＜現状＞ 

●耐用年限を超過した老朽ストック、建設から 20 年以上を経過したストックが大量にある。 

 市営住宅ストック：383 戸の 51.4%（197 戸）は、公営住宅の耐用年限を超過している。 
 また耐用年限を超過していないストック 186 戸の 91.3%（170 戸）は、2019 年度時点で建

設後 23～43 年が経過している。 
 前計画期間中には、東下原 A 棟（1976 年度建設、24 戸）の住戸改善を実施している。 

 

＜基本方針＞ 

●中長期的に維持管理する団地においては、安全で快適な住宅としての質の確保を図る。 

 中長期的に維持管理する団地を見定めた上で、建替え・改善の実施により、安全性・居住

性の確保、福祉対応等を図る。 

③ 長寿命化改善によるライフサイクルコストの縮減 
＜現状＞ 

●建設後 20 年以上を経過した耐火構造ストックにおいて、ライフサイクルコストの縮減に資す

る躯体の長寿命化の取組を実施しているが、今後、一層の取組み実施が求められる。 

 2019 年度時点で建設後 23～43 年が経過した 170 戸のうち、4 棟・106 戸のストックにお

いて、前計画期間中に外壁・屋上防水の長寿命化型改善を実施している。 
 沼田市公共施設等総合管理計画（平成 29 年 3 月）においては、施設の長期活用、施設の

機能や規模の最適化、ライフサイクルコスト（LCC）の縮減と更新投資の平準化が基本方

針として掲げられている。 

 

＜基本方針＞ 

●今後の管理期間に留意しつつ、ライフサイクルコストの縮減に資する長寿命化改善や予防保全

的な修繕を実施する。 

 中長期的に維持管理する団地については、今後の管理期間に留意しつつ、耐用年限を迎え

るまでストックを活用するための長寿命化型改善・予防保全的な修繕の適切な実施に努め

る。 
 躯体・設備配管等の長寿命化型改善を適切な費用で実施することにより、ライフサイクル

コスト（LCC）の縮減を図る。 
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④ ストックの状況把握・データ管理に基づく修繕計画の作成 
＜現状＞ 
●ストックを長期にわたって良好に維持管理していくためには、建物の内外装・設備等の経年劣

化に応じて適時・適切な修繕を計画的に実施していくことが求められる。 

 市営住宅を長期にわたって良好に維持管理していくためには、建物の内外装・設備等の経年

劣化に応じて適時・適切な修繕を計画的に実施していくことが必要であり、これを確実に実

行していくためには、将来見込まれる修繕工事の内容・修繕時期・必要となる費用等につい

てあらかじめ想定することが求められる。 
 公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）（平成 28 年 8 月 国土交通省住宅局住宅総合整備

課）においては、長期修繕計画策定の参考となる修繕周期表が示されている。 

 
＜基本方針＞ 
●全住棟について、今後の建替えや改善等の実施状況等を踏まえて、効果的・効率的な修繕計画

を立てる。 

 全住棟について、今後の建替えや改善等の実施状況等を踏まえて、国の示す修繕周期表や

住棟の残供用期間を勘案し、効率的な修繕の実施時期・内容等を計画する。 
●点検・修繕等の履歴をデータベース化することにより修繕計画の作成に役立てる。 

 点検を定期的に実施し、効率的・効果的に予防保全的な観点からの修繕の実施を図る。 

 点検により把握したストックの状況及び修繕内容を一元的に管理し、メンテナンスのサイ

クル（点検 ⇒ 修繕計画作成 ⇒ 修繕実施 ⇒次回点検・）の構築を図る。 

⑤ 建替え・改善、維持管理における民間資本の活用 
＜現状＞ 
●事業実施や維持管理に係る費用及び庁内の業務量の低減方策が求められる。 

 これまでの市営住宅に係る事業については、庁内で発注準備を行い設計・施工を分離発注

し実施してきたが、今後は、市の限られた予算・人員の中で、従来よりも効率的に事業を

実施していくための方策が求められる。 
 近年では全国の地方自治体において、公営住宅事業に PPP／PFI 手法を活用する事例が増

えてきている。PFI では設計・建設・維持管理の全部又は一部を PFI 事業者が一括して行

うため、民間のノウハウが活用されやすく事業全体の費用の縮減が期待される。設計・施

工（維持管理まで含める場合もある）を一括発注できること、従前入居者の移転支援にも

民間のノウハウを活用できるため、庁内の業務量削減も期待される。 
 また市では、段階的に対象施設を追加する方法で包括管理の導入に取り組んでおり、2019

年度から、民間事業者に対する市役所本庁舎の管理業務の包括委託を行っているところで

ある。 
 
＜基本方針＞ 
●建替・改善事業への民間資本の積極的な活用を図る。 
 建替・改善事業への PPP/PFI 手法の導入等、民間資本の積極的な活用を検討する。 

●点検・維持管理への民間資本の積極的な活用等を図る。 
 点検・維持管理への包括管理の導入等、民間資本の積極的な活用を検討する。 
 また必要に応じ、指定管理者制度の導入や県公社による管理代行制度の導入等についても

検討する。 
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（1） 団地別・住棟別状況の把握 
改善履歴

十二木 1 1 1954 S29 30 1984 2014 木造 1 1 × × ×

十二木 1 2 1955 S30 30 1985 2015 木造 1 1 × × ×

十二木 1 3 1955 S30 30 1985 2015 木造 1 1 × × ×

十二木 1 4 1955 S30 30 1985 2015 木造 1 1 × × ×

十二木 1 5 1954 S29 30 1984 2014 木造 1 1 × × ×

十二木 1 6 1954 S29 30 1984 2014 木造 1 1 × × ×

十二木 1 7 1954 S29 30 1984 2014 木造 1 1 × × ×

十二木 1 8 1954 S29 30 1984 2014 木造 1 1 × × ×

十二木 1 9 1954 S29 30 1984 2014 木造 1 1 × × ×

十二木 1 10 1955 S30 30 1985 2015 木造 1 1 × × ×

十二木 1 11 1955 S30 30 1985 2015 木造 1 1 × × ×

十二木 1 12 1955 S30 30 1985 2015 木造 1 1 × × ×

十三割 2 1 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 × × ×

十三割 2 2 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 × × ×

十三割 2 3 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 × × ×

十三割 2 4 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 × × ×

十三割 2 5 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 × × ×

十三割 2 6 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 × × ×

十三割 2 7 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 × × ×

十三割 2 8 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 × × ×

十三割 2 9 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 × × ×

十三割 2 10 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 × × ×

十三割 2 11 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 1 × × ×

十三割 2 12 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 × × ×

十三割 2 13 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 1 × × ×

十三割 2 14 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 × × ×

十三割 2 15 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 × × ×

十三割 2 16 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 × × ×

十三割 2 17 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 × × ×

十三割 2 18 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 × × ×

十三割 2 19 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 × × ×

十王堂 3 1 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 × × ×

十王堂 3 2 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 × × ×

十王堂 3 3 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 × × ×

十王堂 3 4 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 × × ×

谷地端 4 A 2018 H30 45 2063 2108 準耐火2階 2 8 ○ ◎ ◎

谷地端 4 B 2018 H30 45 2063 2108 準耐火2階 2 8 ○ ◎ ◎

上原 5 1 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 2 × × ×

上原 5 2 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 2 × × ×

上原 5 3 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 1 × × ×

上原 5 4 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 1 × × ×

上原 5 5 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 2 × × ×

上原 5 6 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 2 × × ×

上原 5 7 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 2 × × ×

上原 5 8 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 2 × × ×

上原 5 9 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 2 × × ×

南明 6 1 1961 S36 30 1991 2021 木造 1 1 × × ×

南明 6 2 1961 S36 30 1991 2021 木造 1 1 × × ×

南明 6 3 1961 S36 30 1991 2021 木造 1 2 × × ×

南明 6 4 1961 S36 30 1991 2021 木造 1 2 × × ×

南明 6 5 1961 S36 30 1991 2021 木造 1 2 × × ×

○（H1）区域外 区域外 区域外 ○50.0% 1,308 ○ × × 区域外

× ○ 区域外

8 4 50.0% 0 0.0% 4

区域外 区域外 区域外 ×43.8% 3,823 ○16 7 43.8% 0 0.0% 7

区域外 区域外 区域外 ×0.0% 1,879 ○ × × 区域外16 0 0.0% 0 0.0% 0

区域外 区域外 区域外 ×

区域外 区域外 区域外 ×

4 0 0.0% 0 0.0% 0

5.3% 6,325 ○

0.0% 1,308 ○ × ○ 区域外

19 1 5.3% 0 0.0% 1

区域外 区域外 区域外 ×0.0% 4,612

× ○ 区域外

12 0 0.0% 0 0.0% 0
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改善履歴

十三割第２ 7 1 1966 S41 30 1996 2026 簡易耐火平屋 1 4 △ × ×

十三割第２ 7 2 1966 S41 30 1996 2026 簡易耐火平屋 1 4 △ × ×

十三割第２ 7 3 1966 S41 30 1996 2026 簡易耐火平屋 1 2 △ × ×

十三割第２ 7 4 1966 S41 30 1996 2026 木造 1 2 △ × ×

十三割第２ 7 5 1966 S41 30 1996 2026 木造 1 2 △ × ×

十三割第２ 7 6 1966 S41 30 1996 2026 木造 1 2 △ × ×

東原 8 東棟 1969 S44 30 1999 2029 簡易耐火平屋 1 4 △ × ×

東原 8 西棟 1969 S44 30 1999 2029 簡易耐火平屋 1 4 △ × ×

十三割第３ 9 A 1970 S45 30 2000 2030 簡易耐火平屋 1 4 △ × ×

十三割第３ 9 B 1971 S46 30 2001 2031 簡易耐火平屋 1 4 △ × ×

十三割第３ 9 C 1971 S46 30 2001 2031 簡易耐火平屋 1 4 △ × ×

原田 10 A 1971 S46 30 2001 2031 簡易耐火平屋 1 6 △ × ×

原田 10 B 1971 S46 30 2001 2031 簡易耐火平屋 1 6 △ × ×

原田 10 C 1971 S46 30 2001 2031 簡易耐火平屋 1 4 △ × ×

原田 10 D 1972 S47 30 2002 2032 簡易耐火平屋 1 4 △ × ×

原田 10 E 1972 S47 30 2002 2032 簡易耐火平屋 1 4 △ × ×

塚田 11 A 1972 S47 30 2002 2032 簡易耐火平屋 1 2 △ × ×

塚田 11 B 1985 S60 30 2015 2045 木造 1 4 △ × ×

塚田 11 C 1972 S47 30 2002 2032 簡易耐火平屋 1 6 △ × ×

金井 12 A 1973 S48 30 2003 2033 簡易耐火平屋 1 5 △ × ×

金井 12 B 1973 S48 30 2003 2033 簡易耐火平屋 1 5 △ × ×

金井 12 C 1973 S48 30 2003 2033 簡易耐火平屋 1 5 △ × ×

金井 12 D 1973 S48 30 2003 2033 簡易耐火平屋 1 5 △ × ×

滝下 13 A 1974 S49 30 2004 2034 簡易耐火平屋 1 4 △ × ×

滝下 13 B 1974 S49 30 2004 2034 簡易耐火平屋 1 4 △ × ×

滝下 13 C 1974 S49 30 2004 2034 簡易耐火平屋 1 4 △ × ×

滝下 13 D 1975 S50 30 2005 2035 簡易耐火2階 2 4 △ × ×

滝下 13 E 1975 S50 30 2005 2035 簡易耐火2階 2 4 △ × ×

滝下 13 F 1975 S50 30 2005 2035 簡易耐火2階 2 2 △ × ×

東下原 14 A 1976 S51 70 2046 2116 中層耐火 4 24 ○ ◎ ○

東下原 14 B 1977 S52 70 2047 2117 中層耐火 4 24 △ × ×

東下原 14 C 1978 S53 70 2048 2118 中層耐火 4 24 △ × ×

谷地端第２ 15 A 1992 H4 70 2062 2132 高層耐火 6 24 ○ ◎ ◎

谷地端第２ 15 B 1994 H6 70 2064 2134 高層耐火 7 42 ○ ◎ ◎

追貝Ａ 16 A 1991 H3 30 2021 2051 木造 2 2 ○ ◎ ×

追貝Ａ 16 B 1991 H3 30 2021 2051 木造 2 2 ○ ◎ ×

南郷 17 1 1991 H3 30 2021 2051 木造 2 2 2 1 50.0% 1 50.0% 0 0.0% 456 × × × 区域外 区域内 区域外 区域内 ○ ◎ - ×

大楊 18 A 1992 H4 30 2022 2052 木造 2 2 ○ ◎ ×

大楊 18 B 1992 H4 30 2022 2052 木造 2 2 ○ ◎ ×

老神 19 1 1992 H4 70 2062 2132 中層耐火 4 16 16 4 25.0% 4 25.0% 0 0.0% 1,954 × × ○ 区域外 区域外 区域外 区域外 ○ ◎ - × ○（H29） ○（H29）

輪組 20 A 1993 H5 30 2023 2053 木造 2 2 ○ ◎ ×

輪組 20 B 1994 H6 30 2024 2054 木造 2 2 ○ ◎ ×

多那 21 A 1994 H6 30 2024 2054 木造 2 2 ○ ◎ ×

多那 21 B 1994 H6 30 2024 2054 木造 2 2 ○ ◎ ×

多那 21 C 1994 H6 30 2024 2054 木造 2 2 ○ ◎ ×

多那 21 D 1994 H6 30 2024 2054 木造 2 2 ○ ◎ ×

多那 21 E 1994 H6 30 2024 2054 木造 2 2 ○ ◎ ×

大原 22 A 1995 H7 45 2040 2085 準耐火2階 2 4 ○ ◎ ×

大原 22 B 1995 H7 45 2040 2085 準耐火2階 2 4 ○ ◎ ×

大原 22 C 1996 H8 45 2041 2086 準耐火2階 2 4 ○ ◎ ◎

大原 22 D 1997 H9 45 2042 2087 準耐火2階 2 4 ○ ◎ ◎

区域外 区域外 -2,652 × × ○ 区域外 区域外16 5 31.3% 5 31.3% 0 0.0%

区域外 区域外 -2,321 × × × 区域外 区域外10 6 60.0% 6 60.0% 0 0.0%

区域外 区域外 -957 × × × 区域外 区域外

○ 区域外 区域外

4 2 50.0% 2 50.0% 0 0.0%

区域外 区域内 -1,579 × ×4 1 25.0% 1 25.0% 0 0.0%

区域外 区域内 -851 × × ○ 区域外 区域内4 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

区域外 区域外 ○ ○（H29） ○（H29）6,489 ○ × × 区域外 区域外

× × 区域外

66 3 4.5% 3 4.5% 0 0.0%

○（H7）
○（H24-26）

○（H10） ○（H19-21） ○（H4-6）区域外 区域外 区域外 ○ ○（H11-13）
○（H2・3）
○（H27）

33.3% 7,331 ○

○（S58）

72 33 45.8% 9 12.5% 24

○（H9）区域内 区域外 区域外 ○0.0% 3,515 ○ ○ ○ 区域外22 2 9.1% 2 9.1% 0

○（H14） ○（S50） ○（S59）区域外 区域外 区域外 ○0.0% 3,245 ○ × × 区域外

○（S59）○ ○ 区域外

20 0 0.0% 0 0.0% 0

○（S57）区域外 区域外 区域外 ○0.0% 1,682 ○12 0 0.0% 0 0.0% 0

○（H7・8）区域外 区域外 区域外 ○0.0% 3,575 ○ × × 区域外24 1 4.2% 1 4.2% 0

○（H12）区域外 区域外 区域外 ○0.0% 1,718 ○ × × 区域外

× ○ 区域外

12 0 0.0% 0 0.0% 0

○（H6）区域外 区域外 区域外 ○ ○（H5）0.0% 919 ○8 0 0.0% 0 0.0% 0

区域外 区域外 区域外 × ○（H3）12.5% 2,791 ○ × × 区域外16 2 12.5% 0 0.0% 2
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（2） 事業手法の判定 
■ 事業手法の判定フロー 
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① 公営住宅等の需要の見通しに基づく将来のストック量の推計 
 まず現在及び将来の公営住宅等の需要の見通し（住宅確保要配慮者のボリューム把握）

を「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計により把握する。 
 「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計結果と市営住宅等ストック数の対応関係を確認

し、本市の市営住宅等の中長期的な供給の方向性を示す。 
 さらに、住宅セーフティネットを補完するための民間賃貸住宅の活用の可能性について

の検討を行う。必要に応じ新たな住宅セーフティネット制度の導入の方向性についても

検討を行う。 
 

■ 将来の市営住宅管理戸数の設定フロー 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1）「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計 

・公営住宅等の需要の見通しの検討にあたっては、まず、将来（30 年程度の中長期）の時点

における世帯数等の推計を基に、公営住宅の施策対象（本来階層及び裁量階層）の世帯数

を推計し、そのうち自力では最低居住面積水準を達成することが著しく困難な年収である

世帯（以下「著しい困窮年収未満の世帯」という。）を推計する。この推計手法を「ストッ

ク推計」という。 
・ストック推計は、公営住宅等長寿命化計画策定指針と合わせて公開された「ストック推計

プログラム（将来の「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計）※」を活用する。 
※国土交通省国土技術政策総合研究所の技術開発によるプログラム 

2）「著しい困窮年収未満の世帯」が入居可能な民間賃貸住宅数の推計 

・ストック推計により算定される結果は、将来のある時点（目標年次）において、全ての借

家（公営住宅等だけでなく民間賃貸住宅等も含めた借家）に居住する「著しい困窮年収未

満の世帯数」を示すものであり、推計結果がそのまま将来の公営住宅等ストック量を示す

ものではない。 
・ここでは公営住宅等と同様に、著しい困窮年収未満の世帯が入居可能な条件を備えた民間

賃貸住宅等のストック量を推計する。 

3）「著しい困窮年収未満の世帯数」に対応する市営住宅の管理戸数の目安の検討 

・上記の検討をベースに、将来の「著しい困窮年収未満の世帯数」への対応について、市の

住宅セーフティネット施策における役割を整理し、将来の市営住宅等のストック量の目安

を検討する。 



 
6. 団地別・住棟別の事業手法の設定 

43 

1）公営住宅等の需要の見通しの推計（ストック推計） 
（ア） ストック推計の概要 

 本市における公営住宅の需要の見通しの検討にあたっては、まず、将来（30 年程度の中

長期）の時点における世帯数等の推計を基に、公営住宅の施策対象（本来階層及び裁量

階層）の世帯数を推計し、そのうち自力では最低居住面積水準を達成することが著しく

困難な年収である世帯（以下「著しい困窮年収未満の世帯数」という。）を推計する。こ

の手法を「ストック推計」という。 
 ストック推計は、公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28 年８月改定、国土交通省住

宅局住宅総合整備課）と合わせて公開された「ストック推計プログラム（将来の「著し

い困窮年収未満の世帯数」の推計）※」を活用する。 
 ※国土交通省国土技術政策総合研究所の技術開発によるプログラム 
 なお、ストック推計により算定される結果は、将来のある時点（目標年次）において、

全ての借家（公営住宅等だけでなく民間賃貸住宅等も含めた借家）に居住する「著しい

困窮年収未満の世帯数」を示すものであり、推計結果がそのまま将来の公営住宅等スト

ック量を示すものではない。 
 このため、公営住宅等だけでなく、公的賃貸住宅や民間賃貸住宅の活用等、地域の状況

に応じた「著しい困窮年収未満の世帯数」への対応を考慮し、将来の公営住宅等のスト

ック量の目安を検討する必要がある。 
 
 
 
 

■ ストック推計の流れ（公営住宅等長寿命化計画策定指針より抜粋） 

 

 



 
6. 団地別・住棟別の事業手法の設定 

44 

 



 
6. 団地別・住棟別の事業手法の設定 

45 

 



 
6. 団地別・住棟別の事業手法の設定 

46 

 



 
6. 団地別・住棟別の事業手法の設定 

47 

＜本市における推計条件＞ 
 ストック推計プログラムにおける推計条件は下図の通りとする。 

【推計条件】

１－①.　世帯人員・収入・住宅所有関係別世帯数の推計
　　　　　　　　　　　・「世帯の年間収入階級・世帯人員・住宅の所有の関係別主世帯数の構成比」の推計方法

⇒ を適用
１－②.　年間収入五分位階級の境界値と各収入階級別の世帯の構成割合の推計
　　　　　　　　　　　・「年間収入五分位階級の境界値」の推計方法

⇒ を適用
２－①a.　公営住宅収入基準 本来階層 25%以下

⇒ 裁量階層 25%以上 40% 以下
２－①.　世帯人員・収入階級別の公営住宅収入基準該当世帯の割合の推計
　　　　　　　　　　　・「年間収入五分位階級の境界値」の推計方法

⇒ を適用
２－④.　単身世帯のうち対象とする世帯（世帯主年齢）

⇒ を対象
３－①.　著しい困窮年収未満の世帯（必要年収未満世帯）の割合の推計
　　　　　　　　　　　・「年間収入五分位階級の境界値」の推計方法

⇒ を適用
　　　　　　　　　　　・「民営借家の１㎡当たり家賃」の推計方法

⇒ を適用

Ｂ．対数近似による推計

B．対数近似による推計

Ｂ．対数近似による推計

60歳以上

ｂ．「対数近似」による推計値

Ｂ．対数近似による推計

 
 推計の実施にあたり、市域全体の 1998・2003 年の民営借家の 1 畳当たり家賃（平均）

の実績値（住宅土地統計調査）が必要だが、旧白沢村、旧利根村（2005 年合併）につい

ては統計情報がない。 
 2015 年度の国勢調査結果によれば、旧沼田市の一般世帯数：16,340 世帯に対し民営借

家世帯は 3,823 世帯（23.4%）、旧白沢村の一般世帯数：1,306 世帯に対し民営借家世帯

は 153 世帯（11.7%）、旧利根村の一般世帯数：1,495 世帯に対し民営借家世帯は 78 世

帯（5.2%）となっている。 
 この結果から、合併後の沼田市の民営借家世帯全体に対する旧白沢村、旧利根村の占め

る割合は 5.7%（＝231 世帯 / 4,054 世帯）に過ぎず、1 畳当たり家賃への影響は著しく

低いと考えられることから、1998・2003 年の 1 畳当たり家賃（平均）の実績値につい

ては、旧沼田市の値を用いることとする。 
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（イ） 推計結果（著しい困窮年収未満の世帯数） 
 ストック推計プログラムによる各時点（2015 年度央、2020 年度央、2025 年度央、2030

年度央、2035 年度央、2040 年度央）における著しい困窮年収未満世帯数の推計結果は、

以下のとおりである。 
 中長期的に著しい困窮年収未満世帯は、減少する推計結果となる。 
 著しい困窮年収未満世帯の内訳を見ると、1 人（60 歳以上高齢者）の世帯数が横ばいで、

全体に対する比率が増加することが予想される。 

■ 世帯人員別 著しい困窮年収未満の世帯数 
2015

年度央
2020

年度央
2025

年度央
2030

年度央
2035

年度央
2040

年度央
323 332 331 332 333 322

(31.7%) (35.1%) (37.9%) (40.8%) (43.9%) (46.0%)
329 314 296 277 257 237

(32.4%) (33.2%) (33.8%) (34.1%) (33.8%) (33.9%)
158 108 70 41 18 2

(15.5%) (11.4%) (8.0%) (5.0%) (2.4%) (0.2%)
130 123 115 107 99 91

(12.8%) (13.0%) (13.2%) (13.2%) (13.0%) (13.0%)
61 58 55 52 48 45

(6.0%) (6.2%) (6.3%) (6.4%) (6.4%) (6.4%)
16 11 8 5 4 4

(1.6%) (1.2%) (0.9%) (0.6%) (0.5%) (0.5%)
1,018 947 875 813 759 700

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

1人（60歳以上高齢者）

合計

2人

3人

4人

5人

6人以上
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＜参考＞主世帯総数に占める著しい困窮年収未満の世帯の比率 

 本市の主世帯総数に占める著しい困窮未満世帯の比率を模式図に示す。著しい困窮年収

未満の世帯数は、2020 年度央で市の主世帯総数の 5.3％、2040 年度央で同 4.9%となる。 

■ 2020 年度央     ■ 2040 年度央 

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
2）「著しい困窮年収未満の世帯」が入居可能な民間賃貸住宅数の検討 

 ここでは、著しい困窮年収未満の世帯が入居可能な民間賃貸住宅等のストック量を推計

する。 
 まず居住世帯のある民間賃貸住宅のうち、以下の条件を満たす『低廉な家賃』かつ『一

定の質』が確保された住宅の比率を推計する。 

【低廉な家賃と一定の質】 

－世帯人員別に定められている生活保護の住宅扶助上限額と同程度の家賃を「低廉な家

賃」とする。 

－また、世帯人員別に、最低居住面積水準をもとに住宅の面積帯を設定する。 

－住戸面積が 25 ㎡以上（1人世帯の最低居住面積水準以上）であること、及び新耐震基

準（1981 年（昭和 56 年）以降に建築）を満たしていることを「一定の質」とする。 
 

■ 家賃設定の考え方 
想定する世帯人員 家賃 面積 

主として単身世帯向けを

想定 
単身世帯の住宅扶助上限額(30,700 円)と同

程度の家賃：3 万円未満 25～29 ㎡以下 

主として 2 人世帯向けを

想定 
2 人世帯の住宅扶助限度額(37,000 円)と同

程度の家賃：3.5 万円未満 30～49 ㎡以下 

主として 3～5 人世帯 
向けを想定 

3～5 人世帯の住宅扶助上限額(39,900 円)
と同程度の家賃：4 万円未満 50～69 ㎡以下 

6 人世帯以上を想定 6 人世帯の住宅扶助上限額（43,000 円）と

同程度の家賃 4.5 万円未満 70 ㎡以上 

主世帯総数：17,810 世帯 

持ち家：13,835 世帯 
（77.7%） 

借家： 
3,975 
世帯 

（22.3%） 

公営住宅 
施策対象： 
2,320 世帯 
（13.0％） 

主世帯総数：14,333 世帯 

持ち家：11,438 世帯 
（79.8%） 

借家： 
2,895 
世帯 

（20.1%） 

著しい困窮未満世帯： 
947 世帯（5.3%） 

著しい困窮未満世帯： 
700 世帯（4.9%） 

公営住宅 
施策対象： 
1,827 世帯 
（12.7％） 
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■ 居住世帯のある民間賃貸住宅における『低廉な家賃』かつ『一定の質』が確保されたストッ

クの比率の推計 

■　面積・家賃帯別民営借家数（平成30年度　住宅土地統計調査　第131表）

3万円未
満

3万円以上

4万円未満

4万円以上

5万円未満

5万円以上

6万円未満

6万円以上

7万円未満

7万円以上

8万円未満
8万円以上 不詳

3,620 510 880 960 730 360 100 20 70
(100.0%) (14.1%) (24.3%) (26.5%) (20.2%) (9.9%) (2.8%) (0.6%) (1.9%)

540 160 160 110 50 20 20 0 20
(100.0%) (29.6%) (29.6%) (20.4%) (9.3%) (3.7%) (3.7%) (0.0%) (3.7%)

1,470 120 450 540 290 20 30 0 20
(100.0%) (8.2%) (30.6%) (36.7%) (19.7%) (1.4%) (2.0%) (0.0%) (1.4%)

1,050 150 160 230 240 250 10 0 20
(100.0%) (14.3%) (15.2%) (21.9%) (22.9%) (23.8%) (1.0%) (0.0%) (1.9%)

360 40 80 60 100 50 30 10 0
(100.0%) (11.1%) (22.2%) (16.7%) (27.8%) (13.9%) (8.3%) (2.8%) (0.0%)

130 50 10 10 40 20 10 0 0
(100.0%) (38.5%) (7.7%) (7.7%) (30.8%) (15.4%) (7.7%) (0.0%) (0.0%)

70 20 10 20 10 0 0 20 10
(100.0%) (28.6%) (14.3%) (28.6%) (14.3%) (0.0%) (0.0%) (28.6%) (14.3%)

■　借家の面積区分別世帯数 ■　低廉な民営借家の
　　（群馬県　※1、※2） 　　　家賃設定

主世帯数 比率
10,600 23.3% 1人 30,700
15,700 34.6% 2人 37,000
19,100 42.1% 3～5人 39,900
45,400 100.0% 6人 43,000

7人以上 47,900

■　面積帯、家賃帯別民営借家
　　（※29㎡未満を按分）

3万円未
満

3万円以上

4万円未満

4万円以上

5万円未満

5万円以上

6万円未満

6万円以上

7万円未満

7万円以上

8万円未満
8万円以上 不詳

3,620 510 880 960 730 360 100 20 70
(100.0%) (14.1%) (24.3%) (26.5%) (20.2%) (9.9%) (2.8%) (0.6%) (1.9%)

126 37 37 26 12 5 5 0 5
(100.0%) (29.6%) (29.6%) (20.4%) (9.3%) (3.7%) (3.7%) (0.0%) (3.7%)

187 55 55 38 17 7 7 0 7
(100.0%) (29.6%) (29.6%) (20.4%) (9.3%) (3.7%) (3.7%) (0.0%) (3.7%)

227 67 67 46 21 8 8 0 8
(100.0%) (29.6%) (29.6%) (20.4%) (9.3%) (3.7%) (3.7%) (0.0%) (3.7%)

1,470 120 450 540 290 20 30 0 20
(100.0%) (8.2%) (30.6%) (36.7%) (19.7%) (1.4%) (2.0%) (0.0%) (1.4%)

1,050 150 160 230 240 250 10 0 20
(100.0%) (14.3%) (15.2%) (21.9%) (22.9%) (23.8%) (1.0%) (0.0%) (1.9%)

360 40 80 60 100 50 30 10 0
(100.0%) (11.1%) (22.2%) (16.7%) (27.8%) (13.9%) (8.3%) (2.8%) (0.0%)

130 50 10 10 40 20 10 0 0
(100.0%) (38.5%) (7.7%) (7.7%) (30.8%) (15.4%) (7.7%) (0.0%) (0.0%)

70 20 10 20 10 0 0 20 10
(100.0%) (28.6%) (14.3%) (28.6%) (14.3%) (0.0%) (0.0%) (28.6%) (14.3%)

民営借家
総数

25～29㎡

70～99㎡

100～149
㎡

50～69㎡

18㎡未満
18～24㎡
25～29㎡

計

総数

18㎡未満

算入範囲

4.5万円未満

１か月当たり家賃

１か月当たり家賃

29㎡以下

30～49㎡

50～69㎡

70～99㎡

100～

149㎡

住宅扶助上限額

150㎡
以上

3万円未満
3.5万円未満
4万円未満

総数

民営借家
総数

4.5万円未満

150㎡以
上

30～49㎡

18～25㎡

※1：H30住調 第84-2表（岩手県）

※2：「借家」と「民営借家」では面積区分別比率は異なる

が、「民営借家」の29㎡以下を区分したデータはないた

め、借家の比率を準用する。（面積の狭い住宅は、借家

＝民営借家で概ね一致すると思われる）
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■　S56以降比率（平成30年度　住宅土地統計調査　第6-2表）
3,620
2,240

61.9%

■　民営借家総数に対し、『低廉な家賃』
　かつ『一定の質』の占める住宅数

3万円未満
3万円以上

4万円未満

4万円以上

5万円未満

25～29㎡ 42 42
30～49㎡ 74 278※ 213
50～69㎡ 93 99 192
70～99㎡ 25 50 37※ 94
100～149㎡ 31 6 6※ 40
150㎡以上 12 6 12※ 24
合計 605

民営借家総数
S56以降の民営借家

比率

１か月当たり家賃 活用可能な
民営借家の

割合※

 

 
 以上より、2018 年時点における居住世帯のある民間賃貸住宅総数 3,620 戸のうち、『低

廉な家賃』かつ『一定の質』が確保されたストック数は、605 戸となる。 
 また、2018 年の市の人口推計値（45,815 人）に対する 2040 年の推計値（34,068 人）

の比率は 74.4%（国立社会保障人口問題研究所による将来人口推計）であり、これと同

じ比率で、上記のストックが減少すると仮定し、2040 年の居住世帯のある民間賃貸住宅

における『低廉な家賃』かつ『一定の質』が確保されたストック数を算定する。 
 

 居住世帯のある民間賃貸住宅における『低廉な家賃』かつ『一定の質』が確保された

住宅数（2040 年時点推計） 

＝605 戸×74.4%=450 戸 
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3）「著しい困窮年収未満の世帯数」に対応する将来の市営住宅の管理戸数の目安の検討 
（ア）著しい困窮年収未満の世帯数と対応ストックの比較 

 著しい困窮年収未満の世帯数の推計結果の推移と、市営住宅等と『低廉な家賃』かつ『一

定の質』を有する民間賃貸住宅のストック数の推移を下表に示す。 
 公営住宅等のストック数は、市営住宅 383 戸と県営住宅（金井）80 戸である。 
 （※市営住宅の一部は「沼田市市営住宅等長寿命化計画（第 7 回変更、2018 年 3 月）」

において、平成 32 年度以降に用途廃止される方針だが、非現地建替えであることを勘案

し、2040 年まで戸数維持と仮定している。） 
 民間賃貸住宅は、2018 年（605 戸）から 2040 年（450 戸）まで一定のペース（およそ

35 戸／5 年）で減少すると仮定する。 
 著しい困窮年収未満世帯数とストック数を比較すると、2040 年までの 20 年間において、

需要に対して十分なストックが確保される見込み（つまり、世帯＜ストック）となる。 

■ 著しい困窮年収未満の世帯数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 市営住宅等と『低廉な家賃』かつ『一定の質』を有する民間賃貸住宅のストック数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※１：沼田市市営住宅等長寿命化計画（第7回変更、2018年3月）

※２：群馬県HP、群馬県住宅供給公社HP（2019年10月）

※３：2018年から2040年まで一定のペース（およそ35戸／5年）で減少すると仮定  

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

高齢単身 323 332 331 332 333 322
その他世帯 695 615 544 482 426 378

計 1,018 947 875 813 759 700
高齢単身 0 0 0 0 0 0
高齢夫婦のみ 0 0 0 0 0 0
子育て世帯 0 0 0 0 0 0
その他世帯 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年
1,018 947 875 813 759 700

著しい困窮年収未満の世帯数

著しい困窮年収未満の世帯数の合
計

収入分位25％
未満

【本来階層】

収入分位25％

以上40％未満
【裁量階層】

2018年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

1）市営住宅※１ 383 383 383 383 383 383
2）県営住宅※２ 80 80 80 80 80 80

計 463 463 463 463 463 463
3）「低廉な家賃」か
つ「一定の質」が確
保されている住宅

数（25㎡以上）※３

605 591 556 521 485 450

計 605 591 556 521 485 450

2018年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

1,068 1,054 1,019 984 948 913

民間賃貸住宅

ストック合計

ストック数

公営住宅
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（イ）将来の市営住宅の管理戸数の目安の検討 
 前頁の比較により、著しい困窮年収未満世帯数に対して十分なストックが確保される見

込みとなるため、一定程度の市営住宅を削減することが考えられる。 
 「沼田市公共施設等総合管理計画（平成 29 年 3 月）」では、公共施設の保有量（延床面

積）を今後 40 年間で 40％削減を目標としている。 
 2040 年の市営住宅の管理戸数を、仮に上記の目標に合わせて、2018 年から 2040 年の約

20 年間で 20～40％削減を目標とした場合、2040 年までに 77～154 戸削減することとな

る。 
 2040 年時点までに市営住宅を 77～154 戸削減することにより、管理戸数が 229～306 戸

となる場合でも、県営住宅、民間賃貸住宅と合わせて 759～836 戸のストックがあり、

著しい困窮年収未満世帯数 700 世帯に対応することができる。 
 除却及び用途廃止の現実的なペースも考慮し、2040 年の市営住宅の管理戸数を少なくと

も 20％削減すると仮定した場合、本計画の計画期間（10 年間）が終了する 2030 年頃の

管理戸数の目安は、以下の通りとなる。 
 

 現在の市営住宅等の管理戸数  ：383 戸 
 2040 年までの削減戸数の仮定     ：383 戸×20％＝77 戸 
 2040 年の市営住宅の管理戸数の目安 ：383 戸－77 戸＝306 戸 
 2030 年（計画期間）における市営住宅の管理戸数の目安： 

383 戸－（383 戸－306 戸）／2＝345 戸（※現在の管理戸数 383 戸から 38 戸減） 

 
 なお、『低廉な家賃』かつ『一定の質』を有する民間賃貸住宅は、空き家ではなく、現に

入居者がいる住宅である。 
 著しい困窮年収未満の世帯数は、2015 年時点で、本市の公営住宅の現ストック数 463

戸を上回る 1,018 世帯と推計されており、『低廉な家賃』かつ『一定の質』を有する民間

賃貸住宅は、現に住宅市場のなかで公営住宅の不足を補完し、著しい困窮年収未満の世

帯の受け皿になっていると考えられる。 
 将来に亘って、『低廉な家賃』かつ『一定の質』を有する民間賃貸住宅の活用の継続を担

保するためにも、民間賃貸住宅に著しい困窮年未満の世帯数の受け入れを推進する的確

な居住支援施策の展開が重要となる。 
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② 1 次判定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 1 次判定では、以下の 2 段階の検討から各団地・住棟の事業手法を仮設定する。 
②-1 団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 

 ②-2 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 
 

②-1 団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 
 団地敷地の現在の社会的特性を踏まえた管理方針を判定するための項目は、団地の「立

地」「効率性」「需要」とする。具体的な評価要素は次頁の通りである。 
 「立地」の評価において、災害危険区域内に立地する団地は、入居者の安全性確保を考

慮し、「継続管理について判断を留保する団地」（優先的な建替、又は優先的な用途廃止）

とする。 
 「効率性」の評価において、1000 ㎡未満の敷地規模の団地は、建替えの際に効率的な管

理が可能な戸数の確保ができないことが想定されることから、「継続管理について判断を

留保する団地」（優先的な建替、又は優先的な用途廃止）とする。 
 上記以外の評価項目において、一つでも活用に適さないものがある場合には「継続管理

について判断を留保する団地」とする。 
 全ての評価項目において、活用に適する場合は、「継続管理する団地」とする。 
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■ 社会的特性に係る評価項目等の一覧 
評価項目 評価要素 評価基準 

ⅰ）立地 
 

-1  災害危

険 区 域

等 の 内

外 

・土砂災害、浸水被害の恐れがないかを評価

（災害危険区域として、浸水想定区域、土

砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、

土砂災害危険箇所の 3 種を設定） 

○：災害危険区域外 

×：災害危険区域内→継続管理につい

て判断を留保する団地（優先的な

建替、又は優先的な用途廃止） 

-2  借地の

適否 

・敷地の所有状況（地代負担の有無等）によ

り、当該敷地を長期にわたり使い続けるこ

とができるかを評価。 

○：市有地 

×：借地→継続管理について判断を留

保する団地 

-3 利便性 
・用途地域指定の内外、用途地域の指定がな

い場合には、公共交通からの距離により利

便性を評価 

◎：都市計画区域内かつ用途地域指定

あり 

○：上記以外、かつ平日に 20 本／日

以上の運行のあるバスルートか

ら 300m 圏内 
×：◎○以外→継続管理について判断

を留保する団地 

ⅱ）効率性 -4  敷地規

模 

・法定建替要件の適合性（敷地規模）から、

将来の建替え時の戸数確保・維持管理の効

率性を評価 

○：0.1ha（1,000 ㎡）以上 
×：0.1ha（1,000 ㎡）未満→継続管理

について判断を留保する団地（優

先的な建替、又は優先的な用途廃

止） 

ⅲ）需要 -5  空き家

率 
・空き家率（政策空き家含めず）から、当該

団地の需要を評価 

○：20％以上 
×：20％未満→継続管理について判断

を留保する団地 

※ 全てが○（◎）の場合：継続管理する団地とする。 

 
②-2 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 

 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性や可能性を判定するための評価項目は、

「ⅰ）躯体・避難の安全性に係る改善の必要性」、「ⅱ）居住性に係る改善の必要性」、「ⅲ）

躯体・避難の安全性に係る改善の可能性」とする。具体的な評価要素は次頁の通りであ

る。 
 入居者の生命の安全性等に直ちに係る「ⅰ）躯体・避難の安全性に係る改善の必要性」

の評価において、改善が必要な場合には「優先的な対応が必要」とし、続けて「ⅲ）躯

体・避難の安全性に係る改善の可能性」に関する評価を行う。 
 ⅰ）の評価において、改善が不要な場合には、「ⅱ）住戸の居住性に係る改善の必要性」

に関する評価を行う。 
 評価に基づき、各住棟を「改善不要」「改善が必要」「優先的な対応が必要（改善可能）」

「優先的な対応が必要（改善不可能）」の 4 区分に分類する。 
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■ 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性の評価項目 
評価項目 評価要素 評価基準 

ⅰ）躯体・

避難の安

全性に係

る改善の

必要性 

-1 耐震性 ・建設年度及び耐震診断の結果に

より、耐震性の有無を評価。 

◎：耐震診断の結果、耐震性あり→ⅱ）へ 
○：1981 年以降に建設※1→ⅱ）へ 
×：1980 年以前に建設※1→ⅲ）へ 

-2 2 方向避難 

・平面図・現地確認により、中層・

高層住棟（3階建て以上の住棟）

について、二方向避難確保の状

況を評価 

○：問題なし→ⅱ）へ 
×：問題あり→ⅲ）へ 
－：非該当 

ⅱ）住戸の

居住性に

係る改善

の必要性 

-3 設備 

浴

室 
・平面図等により、現代的な生活

を送るための設備水準の達成

状況を評価 

○：浴室、浴槽あり→改善不要 
△：浴室あり・浴槽なし→改善必要 
×：浴室なし→改善必要 

給

湯 

◎：3 点給湯あり→改善不要 
○：上記以外の給湯設備あり→改善不要 
×：給湯設備なし→改善必要 

便

所 
○：水洗→改善不要 
×：汲み取り→改善必要 

-4 福祉対応 

・建設年度、住戸内の福祉対応改

善実施状況により、住戸内の福

祉対応状況を評価 
・エレベーターの有無（3 階建て

以上）により共用部分の福祉対

応状況を評価 

◎：1996 年度※2 以降に建設（または住戸内の

総合的な福祉対応改善を実施済み）、かつ

エレベーターあり（3 階建て以上のみ）→

改善不要 
○：1996 年度※2 以降に建設（または住戸内の

総合的な福祉対応改善を実施済み）、かつ

エレベーターなし（3 階建て以上のみ）→

改善不要 
×：上記以外→改善必要 

ⅲ）躯体・

避難の安

全性に係

る改善の

可能性 

-5 耐震改修の

可能性 
・建設年度より、安全性を確保す

るための改修可能性を評価。 

○：可能性あり→優先的な対応が必要（改善

可能） 
×：困難※3→優先的な対応が必要（改善不可

能） 

-6 2 方向避難

確保改善の

可能性 

○：可能性あり→優先的な対応が必要（改善

可能） 
×：困難※3→優先的な対応が必要（改善不可

能） 
※1：1981 年（昭和 56 年）より前に建設された住棟（建築基準法施行令（新耐震基準）に基づかない）は、×と

評価する。 
※2：1996 年（平成 8 年）より前に建設が開始された団地（長寿社会対応住宅設計マニュアル（1995 年（平成 7

年 6 月））に基づかない）は、×と評価する。 
※3：既に供与期間が耐用年限の 2 倍を超過する、あるいは計画期間内（～2029 年度）に供与期間が耐用年限の 2

倍を超過する木造・簡易耐火構造の住棟については、合理的な改善の実施は困難であると判断し、×と評価

する。 
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②-3 1 次判定の結果 
 1）及び 2）に基づき、1 次判定（住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性）

の結果を下表に示す。 
 
■ 1 次判定の結果（住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性） 

 改善不要 改善が必要 
優先的な対応（耐震改修、二方向避難確保）が必要 

改善可能 改善不可能 

継
続
管
理
す
る
団
地
（
206
戸
） 

維持管理 
 

谷地端（2018 年度建設：

16 戸）※ 

谷地端第 2（1992～1994
年度建設：66 戸）※ 

東下原 A 棟（1976 年度建

設：24 戸）※ 

改善又は建替 
 

東下原 B・C 棟（1977
～1978年度建設：48戸）

※ 

優先的な改善 
又は優先的な建替え 

十三割第 3（1970～1971
年度建設：12 戸） 

優先的な建替え 
 

南明（1961 年度建設：8
戸、募集停止中） 

十王堂（1957 年度建設：

4 戸、募集停止中） 

十二木（1954～1955 年度

建設：12 戸、募集停止中） 

上原（1959 年度建設：16
戸、募集停止中） 

継
続
管
理
に
つ
い
て
判
断
を
保
留
す
る
団
地
（
177
戸
） 

空
き
家
率
20
％
未
満 

維持管理 
又は用途廃止 

 
 
－ 

改善、建替、 
又は用途廃止 

 

塚田 B 棟（1985 年度建

設：4 戸、借地） 

大楊（1992 年度建設：4
戸、借地） 

多那（1994 年度建設：

10 戸） 

優先的な改善、 
優先的な建替、 

又は優先的な用途廃止 

原田（1971～1972 年度建

設：24 戸、借地） 

塚田 A・C 棟（（1972 年

度建設：8 戸、借地） 

金井（1973 年度建設：20
戸、借地） 

優先的な建替、 
又は優先的な用途廃止 

 
十三割（1956～1959 年度

建設：19 戸、借地、募集

停止中） 

十三割第 2（1966 年度建

設：16 戸、借地、募集停

止中） 

滝下（1974～1975 年度建

設：22 戸、土砂災害警戒

区域内） 

東原（1969 年度建設：8
戸、敷地 1,000 ㎡未満） 

追貝 A（1991 年度建設：

4 戸、敷地 1,000 ㎡未満・

一部土砂災害警戒区域

内・借地） 

空
き
家
率 

20
％
以
上 

 老神（1992 年度建設：

16 戸）※ 

大原（借地、1995～1997
年度建設：16 戸）※ 

 南郷（1991 年度建設：2
戸、土砂災害警戒区域

内・敷地 1,000 ㎡未満） 

輪組（1993～1994 年度建

設：4 戸、敷地 1,000 ㎡

未満） 

※：2029 年度時点で耐用年限を超過しない住棟 

 

Ａグループ 

Ｂグループ 
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③ 2 次判定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 2 次判定では、1 次判定で A グループとして判定された団地については、建替をした場

合と改善をした場合の LCC を比較し、優位な事業手法を仮設定する。 
 また 1 次判定で B グループとして判定された団地については、将来のストック量を踏ま

えた事業手法を仮設定する。 
 
③-1 A グループ：建替と改善の LCC 比較に基づく事業手法の仮設定 
1）建替えと改善の LCC 比較の考え方 
 建替事業と改善事業の LCC の比較を行うために、算定プログラム内のシート「留意事項」

で示されている方法（下記参照）に準じて建替事業と改善事業（全面的改善事業）の LCC
を試算、比較する。 

 
■ 建替事業の可否を判断するための改善事業との LCC 比較について 

 ・

・

＊

＊

指針P.36においては、「改善事業よりも建替事業を実施する方がライフサイクルコスト（Ｌ
ＣＣ）が縮減できる場合に、事業手法を建替として仮設定する」と記載している。

この場合の建替事業と改善事業の比較対象となるＬＣＣは、下記の通り。

建替事業のＬＣＣについては、現時点において建替えた場合を想定し、修繕費、改善
費、除却費を全て現在価値化する。

改善事業のＬＣＣについては、長寿命化型改善事業や居住性向上型改善事業等の様々な
個別改善事業を同時に実施することが考えられる。しかし、建替事業のＬＣＣとの比較
にあたっては、改善事業のうち最も費用を要する全面的改善事業を実施するものと仮定
してＬＣＣを算定し、どちらのＬＣＣの方が有利かを明らかにすれば良い。

　

　

　  

する。 
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出典：「ライフサイクルコスト算定プログラム」のシート「留意事項」より抜粋。 

 
2）建替事業と全面的改善事業の LCC 算定の条件設定 

 建替事業と全面的改善事業の LCC 算定のための条件は、下表の通りとする。 
 

■ LCC 算定・比較のための条件設定（東下原 B・C：中層耐火構造） 
 建替事業 全面的改善事業 

事業の設定 ・同戸数の中層耐火構造（片廊下型）に建替え 

・共用部分の高齢者対応改善（エレベーター

設置を含む） 
・外壁、屋根（断熱改修を含む）の長寿命化

改善 
・住戸内の居住性向上、福祉対応改善、内装・

設備機器等の一新 
・共用・専用設備配管の長寿命化改善（更新） 

事業の 
実施時期 評価時点：2019（平成 31）年 評価時点：2019（平成 31）年 

または 30 年経過時点 

評価期間 評価時点から 70 年間 

評価時点の経過年数＋30 年間※ 

（ただし、上記の年数が 70 年間に満たない場

合は、70 年間とする。） 
※全面的改善事業実施後、30 年間管理し続け

ることが事業要件となっているため。 

建設費 

17,540 千円／戸 
 

 
※2019 年度の標準建設費のうち主体附帯工事

費（中層耐火構造地上階数 4～5 階・片廊下

型住棟、多雪寒冷地区・Ⅱ地域）） 

5,140 千円／戸（1977 年度） 
5,630 千円／戸（1978 年度） 

 
※各年度の標準建設費のうち主体附帯工事費

（中層耐火構造（第一種、多雪寒冷地区）） 
 

改善費 

0 千円／戸 
 
※将来の長寿命型改善事業は実施せず、計画修

繕での対応を想定 

12,500 千円／戸 
 

※既往調査等を元に設定 
 

住棟除却費 1,000 千円／戸 同左 

　【改善事業と建替事業のＬＣＣの比較イメージ】

　

　  

建替事業

を実施する場合

長寿命化型

改善
建
設
費 除

却
費
Ｃ

修繕費Ｃ

改
善
費

現在価値化

評価期間

改善事業

（全面的改善）

を実施する場合

全面的

改善
建
設
費

除
却
費
Ｂ

修繕費Ｂ

改
善
費

現在価値化

評価期間

建設時点 現時点

　

　

　  

全面的

改善

改
善
費

2019 年度 
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■ LCC 算定・比較のための条件設定（十三割第 3：簡易耐火構造平屋建） 
 建替事業 全面的改善事業 

事業の設定 ・同戸数の木造 2 階建に建替え 

・外壁、屋根の長寿命化改善（断熱改修を含む） 
・住戸内の居住性向上、福祉対応改善、内装・

設備機器等の一新 
・共用・専用設備配管の長寿命化改善（更新） 
※既往調査等を元に設定 

事業の 
実施時期 評価時点：2019（平成 31）年 評価時点：2019（平成 31）年 

または 30 年経過時点 

評価期間 評価時点から 70 年間 

評価時点の経過年数＋30 年間※ 

 
※全面的改善事業実施後、30 年間管理し続け

ることが事業要件となっているため。 

建設費 

16,090 千円／戸 
 

※2019 年度の標準建設費のうち主体附帯工事

費（木造２階建て及び準耐火構造２階建て、

多雪寒冷地区・Ⅱ地域） 

856 千円／戸（十三割第 3：1970 年度） 
922 千円／戸（十三割第 3：1971 年度） 

※各年度の標準建設費のう主体附帯工事費（簡

易耐火構造平屋建（第一種、一般地区）を対象。 
 

改善費 

0 千円／戸 
 
※将来の長寿命型改善事業は実施せず、計画修

繕での対応を想定 

6,500 千円／戸 

住棟除却費 1,000 千円／戸 同左 

3）建替事業と全面的改善事業との LCC の試算及び比較 

 A グループの住棟について、建替事業と全面的改善事業の LCC を試算した結果を下表に

示す。LCC 試算・比較の結果は、いずれの住棟においても建替事業より全面的改善事業

が有利となった。 
 簡易耐火構造平屋建の十三割第３については、全面的改善事業を実施する場合、S45・

46 年の建設当時の建設費が 300 万円未満と現在の木造の建設費に比べて著しく低く、こ

れに全面的改善費の約 650 万円を加算した約 900 万円で、建設から 79 年間供用するこ

とを前提とした試算である。これに対し、建替事業を実施する場合、現時点（H31 年度

時点）における建設費である約 1,600 万円で、今後 70 年間供用することが前提となる。

そのため、両者の LCC を比較すると全面的改善事業の方が有利となる。 
 よって、これらの住棟の事業手法は、「優先的な改善」と仮設定する。 

■ 東下原 B・C 棟の LCC の試算・比較 

諸元 建替事業 全面的改善事業 

住棟 
番号 

戸数 
（戸） 構造 建設 

年度 
経過 

年数（年） 
LCC 

（円／戸・年） 構造 建設 
年度 

経過 
年数（年） 

LCC 
（円／戸・年） 

B 24 中層耐火構造

4、5 階建 H31 0 323,195 中層耐火 
構造 3 階建 S52 42 220,622 

C 24 
    中層耐火 

構造 3 階建 S53 41 223,191 

■ 十三割第 3 A～C 棟の LCC の試算・比較 
諸元 建替事業 全面的改善事業 

住棟 
番号 

戸数 
（戸） 構造 建設 

年度 
経過 

年数（年） 
LCC 

（円／戸・年） 構造 建設 
年度 

経過 
年数（年） 

LCC 
（円／戸・年） 

A 4 木造 2 階建 H31 0 274,742 簡易耐火構

造平屋建 S45 49 185,948 

B、C 各 4 
    簡易耐火構

造平屋建 S46 48 187,088 
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③-2 Ｂグループ：ストック推計結果を踏まえた事業手法の仮設定 
 ①の推計結果に基づき、2020 年から 2040 年までに約 20％の市営住宅管理戸数の減少を

行うことを前提として、１次判定において B グループと判定された団地の除却の優先順

位を検討し、事業手法の仮設定を行う。 
 2020年時点の市営住宅管理戸数は 383戸であり、これを減少率20％で減少させた場合、

20 年間の除却戸数は 77 戸、5 年間あたりの除却戸数は 19 戸となる。 
 Ｂグループの住棟について、2040 年までの 5 年間ごとの除却戸数が 19 戸程度となるよ

う、建設年度の古い団地から除却すると仮定した場合、除却の候補となる団地・住棟は

下表の通りである。 
 

■ 2020 年から 2040 年までの著しい困窮年収未満の世帯数に対応するストックの推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③-3 2 次判定の結果 
 1・2 次判定を踏まえた団地・住棟の中長期的な事業手法の仮設定の結果を次頁に示す。 
 「当面管理する団地（建替えを前提としない）」のうち、計画期間内の「優先的な用途廃

止」の候補となる団地は、十三割（19 戸）、十三割第 2（16 戸）、計：35 戸である。 
 原田（24 戸）、塚田（8 戸）、東原（8 戸）は、計画期間後 10 年間内での「優先的な用途

廃止」の候補となる可能性がある。 
 その他の団地は、少なくとも 20 年間は維持管理し続けることとなる。 

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

947 875 813 759 700

1,054 1,000 948 897 838

383 364 345 325 306

383 364 348 332 308

　 　 146 146 146 146 146

60 60 60 60 60

十三割 1956 ～ 1959 19 除却

十三割第２ 1966 　 　 16 16 除却

東原 1969 　 　 8 8 8 除却

塚田 1972 　 　 8 8 8 除却

原田 1971 ～ 1972 24 24 24 24 除却

金井 1973 20 20 20 20 20

滝下 1974 ～ 1975 22 22 22 22 22

塚田 1985 　 　 4 4 4 4 4

南郷 1991 　 　 2 2 2 2 2

追貝A 1991 　 　 4 4 4 4 4

大楊 1992 4 4 4 4 4

老神 1992 　 　 16 16 16 16 16

輪組 1993 ～ 1994 4 4 4 4 4

多那 1994 10 10 10 10 10

大原 1995 ～ 1997 16 16 16 16 16

計 1956 ～ 1987 177 158 142 126 102

除却 0 19 16 16 24

80 80 80 80 80

591 556 520 485 450

誘電的な建替え・維持管理（1次判定）

Ａグループ

(75戸)

②県営住宅

竣工年

著しい困窮年収未満の世帯数

ストック合計

①市営住宅（2040年に20％削減した場合）

　　　　　（実際の団地に当て込んだ場合）

③民間賃貸住宅

Ｂグループ

優先的な対
応が必要
（改善可能）

改善必要
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■ １・２次判定の結果（団地・住棟の中長期的な事業手法の仮設定） 

 

 
改善不要 改善が必要 

優先的な対応が 

必要（改善可能） 

優先的な対応が 

必要(改善不可能) 

継
続
管
理
す
る
団
地 

維持管理 

 

改善 

 

建替え 

 

優先的な改善 

 

優先的な建替え 

 

優先的な建替え 

 

谷地端（2018 年

度建設：16 戸）

※ 

谷地端第 2（1992
～ 1994 年 度 建

設：66 戸）※ 

東下原 A 棟（1976
年度建設：24 戸）

※ 

 

 

 
 
 

計：106 戸 

東下原 B・C 棟

（1977～1978 年

度建設：48 戸）

※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計：48 戸 

－ 

十三割第 3（1970
～ 1971 年 度 建

設：12 戸） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計：12 戸 

－ 

南明（1961 年度

建設：8 戸、募集

停止中） 

十王堂（1957 年

度建設：4 戸、募

集停止中） 

十二木（1954～
1955 年度建設：

12 戸、募集停止

中） 

上原（1959 年度

建設：16 戸、募

集停止中） 

計：40 戸 

当
面
管
理
す
る
団
地
（
建
替
を
前
提
と
し
な
い
） 

当面維持管理 改善し当面 
維持管理 

 

用途廃止 優先的に改善し

当面維持管理 
優先的な 
用途廃止 

優先的な 
用途廃止 

金井（1973 年度

建設：20 戸、借

地） 

滝下（1974～
1975 年度建設：

22 戸、土砂災害

警戒区域内） 

追貝 A（1991 年

度建設：4 戸、敷

地 1,000 ㎡未満・

一部土砂災害警

戒区域内・借地） 

塚田 B 棟（1985
年度建設：4 戸、

借地） 

大楊（1992 年度

建設：4 戸、借地） 

多那（1994 年度

建設：10 戸） 
 

－ － 

東原（1969 年度

建設：8 戸、敷地

1,000 ㎡未満） 

原 田 （ 1971 ～

1972 年度建設：

24 戸、借地） 

塚 田 A ・ C 棟

（（1972 年度建

設：8 戸、借地） 

 
 

十三割（1956～
1959 年度建設：

19 戸、借地、募

集停止中） 

十三割第 2（1966
年度建設：16 戸、

借地、募集停止

中） 

 
 

 

南郷（1991 年度

建設：2 戸、土砂

災害警戒区域

内・敷地 1,000 ㎡

未満、空き家率

20％以上） 

輪組（1993～
1994 年度建設：4
戸、敷地 1,000 ㎡

未満、空き家率

20％以上） 

 
計：52 戸 

老神（1992 年度

建設：16 戸、空

き家率 20％以上）

※ 

大原（借地、1995
～1997 年度建

設：16 戸、空き

家率 20％以上）

※ 
 
 
 

計：50 戸 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
計：40 戸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
計：35 戸 

※：2029 年度時点で耐用年限を超過しない住棟 



 
6. 団地別・住棟別の事業手法の設定 

63 

④ 3 次判定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 1・2 次判定結果において仮設定した事業手法について、各団地固有の状況を鑑みて、計

画期間における事業手法を決定する。 
 
④-1 集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 

 ここでは効率的な事業実施や、地域ニーズへの対応等の観点から、事業手法の再判定や

総合的な検討を行う。 
 
1）２次判定の事業手法が混在する団地に係る再判定及び検討 

● 塚田 A・C 棟（1972 年度建設：各 4 戸）：優先的な用途廃止、B 棟（1985 年度建設：4
戸）：改善し当面維持管理 

 改善し当面維持管理と判定されたB 棟は、優先的な用途廃止と判定されたA・C 棟（（1972
年度建設：各 4 戸）の間にあること、敷地全体が借地であること、当該住棟も耐用年数

を超過していることを考慮し、団地全体の事業手法を優先的な用途廃止とする。 
 

● 東下原 A 棟（1976 年度建設：24 戸）：維持管理、B・C 棟（1977～1978 年度建設：48
戸）：改善 

 維持管理と判定された A 棟（1976 年度建設：24 戸）では、2019 年度に外壁改修、浴室

ユニット化、間取り改修、ガラス複層化等の総合的な改善が実施されている。B・C 棟

についても同様の改善実施が前計画に位置付けられ、すでに設計や住民説明も行われて

いるため、効率的な事業実施の観点から、判定の見直しは行わない。 
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2）２次判定の事業手法が優先的な建替えとなった団地に係る再判定及び検討 
● 十三割第３ A・B・C 棟（1970・1971 年度建設：各 4 戸）：優先的な改善 
 十三割第３は、２次判定において、建替事業と全面的改善事業の LCC を比較した結果、

優先的な改善と判定されたが、当該団地は、建設から既に 48～49 年と耐用年限を超過

し、仮に全面的改善事業を実施すると建設から 80 年近く供用することになる。 
 また、住戸規模が A・B 棟が 33.7 ㎡、C 棟が 36.4 ㎡と狭小であり多様な居住ニーズへ

の対応が困難であることを考慮し、事業手法を優先的な建替えとする。 
 

3）地域ニーズへの対応に係る検討 －旧利根村地域の市営住宅の集約・再編の検討 
 旧利根村地域には、計 58 戸の市営住宅があり、いずれも 1991～1998（平成 3～10）年

度に建設された比較的新しいストックである。 
 これらの市営住宅について、沼田市過疎地域自立促進計画においては、過疎の歯止めと

人口の定着化を進め、住宅不足の解消や核家族化への対応を図るために、計画的な整備

が必要と位置付けられており、また沼田市山村振興計画においては、入居者の住環境の

向上と建築物の長寿命化、住宅セーフティネットの確保を図るため、市営住宅を改修・

整備すると位置付けられている。 
 関連計画における位置づけを考慮すると、地域の住宅の戸数減は適切ではない。一方で、

実際には空き家率が高い団地もあり、これらの団地においては立地の課題のほか、市営

住宅の施策対象世帯と入居希望世帯のニーズの不一致等が生じていることが予想される。 
 そこで当面維持管理と判定された旧利根村地区の団地のうち、追貝 A（1991 年度建設：

4 戸、敷地 1,000 ㎡未満・一部土砂災害警戒区域内・借地）、輪組（1993～1994 年度建

設：4 戸、敷地 1,000 ㎡未満、空き家率 20％以上）の事業手法は、優先的な用途廃止と

する。（当該ストックの有効活用等については、別途検討する。） 
 また災害危険区域を含む南郷（1991 年度建設：2 戸、土砂災害警戒区域内・敷地 1,000

㎡未満、空き家率 20％以上）の事業手法も、優先的な用途廃止（除却を含む）とする。

（その上で必要に応じて、安全性の確保できる別敷地における、同程度の戸数の市単独

住宅の整備等を、別途検討する。） 
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4）３次判定で優先的な建替えと判定された団地における、建替え後戸数の概略検討 
 ３次判定で優先的な建替えと判定された団地のうち、比較的、敷地面積の大きい２団地

における建替え後の戸数の概略検討結果は、下表の通りである。 
 中長期的には、建替えにより 2019 年度時点の管理戸数から約 52 戸程度の戸数増が見込ま

れる。 
 

■ 建替え後の戸数の概略検討結果 

団地名 敷地面積 
当初の 

管理戸数 

2019 年度時点

の管理戸数 

建替え後の 

戸数の見込み 

十二木（1954～1955 年度建設：募集停止中） 4,612 ㎡ 23 戸 12 戸 
40 戸 

上原（1959 年度建設：募集停止中） 3,823 ㎡ 30 戸 16 戸 

合計 － 53 戸 28 戸 40 戸 

 
5）建替え後戸数を考慮した、優先的な用途廃止の判定の見直し 

 2 次判定で優先的な用途廃止と判定された 75 戸に加え、1）・2）の検討により、14 戸の

判定が優先的な用途廃止となった。（計 89 戸） 
 一方で 3）の検討により、さらに 52 戸程度の戸数増が見込まれる。 
 ① 公営住宅等の需要の見通しに基づく将来のストック量の推計の検討では、2040 年の

著しい困窮年収未満世帯数は 700 世帯であり、これに対応する県営住宅（80 戸）、民間

賃貸住宅（450 戸）の合計：530 戸を前提とすれば、最低限必要な市営住宅の戸数は、

170 戸であり、さらなる戸数の縮減が可能と考えられる。 
 そこでさらに、2 次判定で当面維持管理と判定された以下の計 80 戸の事業手法を優先的

な用途廃止とする。（大楊・多那は、当該ストックの有効活用等について別途検討する。） 
 十王堂（1957 年度建設：4 戸、募集停止中） 
 南明（1961 年度建設：8 戸、募集停止中） 
 十三割第 3（1970～1971 年度建設：12 戸） 
 金井（1973 年度建設：20 戸、借地） 
 滝下（1974～1975 年度建設：22 戸、土砂災害警戒区域内） 
 大楊（1992 年度建設：4 戸、借地） 
 多那（1994 年度建設：10 戸） 

 2040 年時点に、仮に全ての優先的な用途廃止対象を除却・用途廃止した場合の管理戸数

は、266 戸（2019 年度時点の管理戸数に対し 69%の縮減）となる。 
 但し、これまで募集停止した住戸においては、入居世帯が入居承継を行ったために、除

却・用途廃止までに一定程度の期間を要するケースがあった。このように、募集停止後、

除却・用途廃止までに、どの程度の期間がかかるかは、入居者の状況や除却予算の確保

状況に影響され得る。そのため、募集停止とした住戸については、入居承継承認や同居

承認等の規定を定めることについても検討を進めることとする。 
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④-2 事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 
 ここでは各事業の費用を仮設定し、事業量の平準化検討を行い、事業費の試算・平準化を

検討する。 
 なお除却については団地を特定せず、仮の戸数を想定し、事業費を試算する。 
 除却を伴わない用途廃止については、耐用年数を超過するものから、本計画期間内に行う

ことを想定する。（あくまで想定であり、実際の用途廃止の時期は今後検討する。） 
 

■ 事業量と事業費の平準化検討結果 
2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

管理戸数 383 373 363 365 368 369 364 355 352 349 346 345
用途廃止 除却① 1,000円/戸 2 2 2 2 2 3 3 3 3 3 3

用途廃止 4 4 4 6 4
小計（千円） 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

建替え 除却② 1,000円/戸 8 8 6 6
小計（千円） 8,000 8,000 4,000 0 0 6,000 6,000 0 0 0 0

建設 18,000円/戸 4 5 3 4 4 4 4 6 6
小計（千円） 0 0 72,000 90,000 54000 72,000 72,000 72,000 72,000 108,000 108,000

改善 住戸＋共用部分 8,500円/戸 24 24
住戸 5,000円/戸 16

外壁・防水 1,000円/戸 16
小計（千円） 204,000 204,000 0 16,000 80,000 0 0 0 0 0 0

その他 東下原集会所建替 18,000
谷地端第2集会所改善 8,500

合計（千円） 214,000 214,000 104,500 108,000 136,000 81,000 81,000 75,000 75,000 111,000 111,000  
 

2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040

管理戸数 383 333 321 309 297 285 273 261 249 237 226
用途廃止 除却① 1,000円/戸 12 12 12 12 12 12 12 12 12 11

用途廃止

小計（千円） 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 11,000
建替え 除却② 1,000円/戸

小計（千円） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
建設 18,000円/戸

小計（千円） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
改善 住戸＋共用部分 8,500円/戸

住戸 5,000円/戸 21 21 24
外壁・防水 1,000円/戸 24 24 24 42 24 16 16
小計（千円） 105,000 105,000 120,000 24,000 24,000 24,000 42,000 24,000 16,000 16,000

その他 東下原集会所建替

谷地端第2集会所改善

合計（千円） 117,000 117,000 132,000 36,000 36,000 36,000 54,000 36,000 28,000 27,000  
 
  

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040

（
千

円
）

除却① 除却② 建設 改善 その他

計画期間（～2029 年度）の事業費平均の目安：約 120,000 千円／年度 
（設計・工事監理費、修繕費（計画修繕、空き家修繕、経常修繕）を含まず。） 
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④-3 長期的な管理の見通し（約 20 年間）と、計画期間における事業手法の決定 
 ④-2 に基づき、建替えについては、上原・十二木の建替え、東下原の集会所の建替えを計

画期間内に実施する。 
 個別改善については、東下原の個別改善（住戸、共用部分、集会所）、旧利根村地区の老神

（住戸）、大原（外壁・防水等、遊具）、谷地端第 2（集会所、遊具）において実施する。 

■ 中長期的な管理の見通し（手法別） 
維持管理 改善 建替え 

谷地端（2018 年度建設：16 戸）※ 

谷地端第 2（1992～1994 年度建設：

66 戸）※ 

東下原 A 棟（1976 年度建設：24 戸）

※ 
計：106 戸 

東下原 B・C 棟（1977～1978 年度建

設：48 戸）※ 

 

 

 

 

計：48 戸 

十二木（1954～1955 年度建設：12
戸、募集停止中） 

上原（1959 年度建設：16 戸、募集停

止中） 

 

計：28 戸 
当面維持管理 改善し当面維持管理 用途廃止 

－ 

老神（1992 年度建設：16 戸、空き家

率 20％以上）※ 

大原（借地、1995～1997 年度建設：

16 戸、空き家率 20％以上）※ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計：32 戸 

十三割（1956～1959 年度建設：19
戸、借地、募集停止中） 

十王堂（1957 年度建設：4 戸、募集

停止中） 

南明（1961 年度建設：8 戸、募集停

止中） 

十三割第 2（1966 年度建設：16 戸、

借地、募集停止中） 

東原（1969 年度建設：8 戸、敷地 1,000
㎡未満） 

十三割第 3（1970～1971 年度建設：

12 戸） 

原田（1971～1972 年度建設：24 戸、

借地） 

塚田（（1972・1985 年度建設：12 戸、

借地） 

金井（1973 年度建設：20 戸、借地） 

滝下（1974～1975 年度建設：22 戸、

土砂災害警戒区域内） 

追貝 A（1991 年度建設：4 戸、敷地

1,000 ㎡未満・一部土砂災害警戒区域

内・借地） 

南郷（1991 年度建設：2 戸、土砂災

害警戒区域内・敷地 1,000 ㎡未満、空

き家率 20％以上） 

輪組（1993～1994 年度建設：4 戸、

敷地 1,000 ㎡未満、空き家率 20％以

上） 

大楊（1992 年度建設：4 戸、借地） 

多那（1994 年度建設：10 戸） 

計：169 戸（うち除却：147 戸） 
※：2029 年度時点で耐用年限を超過しない住棟 
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6. 団地別・住棟別の事業手法の設定 

69～70 

■ 中長期的な管理の見通し（団地別） 

団地名 管理戸数 建設年度 構造 ３次判定結果 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040

1 十二木 12 1954～1955 木造 建替え 除却② 建設

（募集停止） 6 6 4 4 6 6

2 十三割 19 1956～1959 木造 用途廃止 募集停止

（募集停止） 2 2 2 2 2 3 3 3

3 十王堂 4 1957 木造 用途廃止 募集停止

（募集停止） 3 1

4 谷地端 16 2018 準耐火2階 維持管理 改善（外壁・防水）

16

5 上原 16 1959 木造 建替え 除却② 建設

（募集停止） 8 8 4 5 3 4 4

6 南明 8 1961 木造 用途廃止 募集停止

（募集停止） 2 3 3

7 十三割第２ 10 1966 簡易耐火平屋 用途廃止 募集停止

（募集停止） 6 1966 木造 9 7

8 東原 8 1969 簡易耐火平屋 用途廃止 募集停止

5 3

9 十三割第３ 12 1970～1971 簡易耐火平屋 用途廃止 募集停止

9 3

10 原田 24 1971～1972 簡易耐火平屋 用途廃止 募集停止

9 12 3

11 塚田 8 1972 簡易耐火平屋 用途廃止 募集停止

4 1985 木造 9 3

12 金井 20 1973 簡易耐火平屋 用途廃止 募集停止

9 9 2

13 滝下 10 1975 簡易耐火2階 用途廃止 募集停止

12 1974 簡易耐火平屋 3 10 9

14 東下原 24 1976 中層耐火 改善

48 1977～1978 （集会所建替え） 24 24 24 24 24

15 谷地端第２ 66 1992～1994 高層耐火 維持管理

（集会所改善） 21 21 24 42 24

16 追貝Ａ 4 1991 木造 用途廃止 用途廃止

4

17 南郷 2 1991 木造 用途廃止 募集停止

2

18 大楊 4 1992 木造 用途廃止 用途廃止

4

19 老神 16 1992 中層耐火 改善 改善（住戸） 改善（外壁・防水）

16 16

20 輪組 4 1993～1994 木造 用途廃止 用途廃止

4

21 多那 10 1994 木造 用途廃止

6 4

22 大原 16 1995～1997 準耐火2階 改善 改善（外壁・防水） 2040年度以降の建替えを検討

16

373 363 365 368 369 364 355 352 349 346 345 333 321 309 297 285 273 261 249 237 226管理戸数計

改善（住戸＋共用部分）

用途廃止

改善（外壁・防水）

改善（外壁・防水）

改善（住戸）

集会所建替

集会所改善

 
 
 



 

 



 

6. 団地別・住棟別の事業手法の設定 

71～72 

■ 判定結果一覧 

ⅱ）効率性 ⅰ）需要 ⅱ）居住性に係る改善の必要性

浴室 給湯 便所

十二木 1 1 1954 S29 30 1984 2014 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

十二木 1 2 1955 S30 30 1985 2015 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

十二木 1 3 1955 S30 30 1985 2015 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

十二木 1 4 1955 S30 30 1985 2015 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

十二木 1 5 1954 S29 30 1984 2014 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

十二木 1 6 1954 S29 30 1984 2014 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

十二木 1 7 1954 S29 30 1984 2014 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

十二木 1 8 1954 S29 30 1984 2014 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

十二木 1 9 1954 S29 30 1984 2014 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

十二木 1 10 1955 S30 30 1985 2015 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

十二木 1 11 1955 S30 30 1985 2015 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

十二木 1 12 1955 S30 30 1985 2015 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

十三割 2 1 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 2 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 3 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 4 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 5 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 6 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 7 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 8 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 9 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 10 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 11 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 12 1956 S31 30 1986 2016 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 13 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 14 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 15 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 16 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 17 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 18 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割 2 19 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十王堂 3 1 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ － 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

十王堂 3 2 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ － 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

十王堂 3 3 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ － 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

十王堂 3 4 1957 S32 30 1987 2017 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ － 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

谷地端 4 A 2018 H30 45 2063 2108 準耐火2階 2 8 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 ○ - ○ ◎ ◎ － - 改善不要 維持管理 － － － － 維持管理

谷地端 4 B 2018 H30 45 2063 2108 準耐火2階 2 8 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 ○ - ○ ◎ ◎ － - 改善不要 維持管理 － － － － 維持管理

上原 5 1 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 2 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

上原 5 2 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 2 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

上原 5 3 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

上原 5 4 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

上原 5 5 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 2 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

上原 5 6 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 2 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

上原 5 7 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 2 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

上原 5 8 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 2 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

上原 5 9 1959 S34 30 1989 2019 木造 1 2 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

南明 6 1 1961 S36 30 1991 2021 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ － 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

南明 6 2 1961 S36 30 1991 2021 木造 1 1 ○ ○ ○ ○ － 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

南明 6 3 1961 S36 30 1991 2021 木造 1 2 ○ ○ ○ ○ － 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

南明 6 4 1961 S36 30 1991 2021 木造 1 2 ○ ○ ○ ○ － 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

南明 6 5 1961 S36 30 1991 2021 木造 1 2 ○ ○ ○ ○ － 継続管理する団地 × - × × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替 － － － － 優先的な建替

団地名
団地
番号

棟番号
建設年度
※西暦

建設年度
※和暦

耐用年限
耐用年限
到達年度

耐用年限
の2倍到達

年度
構造 階数

管理戸
数

管理戸数
計

× 優先的な建替

ⅰ）立地

結果

ⅰ）躯体・避難の安全性
に係る改善の必要性

ⅲ）躯体・避難の安全性
に係る改善の可能性

1）団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 2）住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性

結果-1　災害危
険区域等の
内外

-2　借地の
適否

-3　利便性 -5　耐震改
修の可能性

-6　２方向
避難確保の
可能性

１次判定 ２次判定

３次判定結果

③－2　Bグループ判定
（当面管理する団地：
（建替を前提としない）

２次判定結果１次判定結果 グループ分け

③－1　Ａグループ判定
（継続管理する団地）

LCC比較結果

-2　２方向
避難

-3　設備 -4　高齢化
対応

-4　敷地規
模

-5　空き家
率

-1　耐震性

19

12

× 優先的な用途廃止

4 × 優先的な用途廃止

16 × 維持管理

16 × 優先的な建替

8 ○ 優先的な用途廃止

 
 
 
 



 

 



 

6. 団地別・住棟別の事業手法の設定 

73～74 

■ 判定結果一覧 

ⅱ）効率性 ⅰ）需要 ⅱ）居住性に係る改善の必要性

浴室 給湯 便所

十三割第２ 7 1 1966 S41 30 1996 2026 簡易耐火平屋 1 4 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割第２ 7 2 1966 S41 30 1996 2026 簡易耐火平屋 1 4 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割第２ 7 3 1966 S41 30 1996 2026 簡易耐火平屋 1 2 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割第２ 7 4 1966 S41 30 1996 2026 木造 1 2 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割第２ 7 5 1966 S41 30 1996 2026 木造 1 2 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割第２ 7 6 1966 S41 30 1996 2026 木造 1 2 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

東原 8 東棟 1969 S44 30 1999 2029 簡易耐火平屋 1 4 ○ ○ ○ × － 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

東原 8 西棟 1969 S44 30 1999 2029 簡易耐火平屋 1 4 ○ ○ ○ × － 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

十三割第３ 9 A 1970 S45 30 2000 2030 簡易耐火平屋 1 4 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、又は優先的な建替 Ａグループ 優先的な改善 建替＞改善 － 優先的な改善

十三割第３ 9 B 1971 S46 30 2001 2031 簡易耐火平屋 1 4 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、又は優先的な建替 Ａグループ 優先的な改善 建替＞改善 － 優先的な改善

十三割第３ 9 C 1971 S46 30 2001 2031 簡易耐火平屋 1 4 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、又は優先的な建替 Ａグループ 優先的な改善 建替＞改善 － 優先的な改善

原田 10 A 1971 S46 30 2001 2031 簡易耐火平屋 1 6 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

原田 10 B 1971 S46 30 2001 2031 簡易耐火平屋 1 6 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

原田 10 C 1971 S46 30 2001 2031 簡易耐火平屋 1 4 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

原田 10 D 1972 S47 30 2002 2032 簡易耐火平屋 1 4 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

原田 10 E 1972 S47 30 2002 2032 簡易耐火平屋 1 4 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

塚田 11 A 1972 S47 30 2002 2032 簡易耐火平屋 1 2 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

塚田 11 B 1985 S60 30 2015 2045 木造 1 4 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 ○ - △ × × － - 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 Ｂグループ － － 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

塚田 11 C 1972 S47 30 2002 2032 簡易耐火平屋 1 6 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

金井 12 A 1973 S48 30 2003 2033 簡易耐火平屋 1 5 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 当面維持管理 当面維持管理

金井 12 B 1973 S48 30 2003 2033 簡易耐火平屋 1 5 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 当面維持管理 当面維持管理

金井 12 C 1973 S48 30 2003 2033 簡易耐火平屋 1 5 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 当面維持管理 当面維持管理

金井 12 D 1973 S48 30 2003 2033 簡易耐火平屋 1 5 ○ × ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善可能） 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 当面維持管理 当面維持管理

滝下 13 A 1974 S49 30 2004 2034 簡易耐火平屋 1 4 × ○ ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 当面維持管理 当面維持管理

滝下 13 B 1974 S49 30 2004 2034 簡易耐火平屋 1 4 × ○ ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 当面維持管理 当面維持管理

滝下 13 C 1974 S49 30 2004 2034 簡易耐火平屋 1 4 × ○ ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 当面維持管理 当面維持管理

滝下 13 D 1975 S50 30 2005 2035 簡易耐火2階 2 4 × ○ ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 当面維持管理 当面維持管理

滝下 13 E 1975 S50 30 2005 2035 簡易耐火2階 2 4 × ○ ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 当面維持管理 当面維持管理

滝下 13 F 1975 S50 30 2005 2035 簡易耐火2階 2 2 × ○ ○ ○ ○ 継続管理について判断を留保する団地 × - △ × × ○ - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 当面維持管理 当面維持管理

東下原 14 A 1976 S51 70 2046 2116 中層耐火 4 24 ○ ○ ○ ○ － 継続管理する団地 ◎ ○ ○ ◎ ○ － － 改善不要 維持管理 － － － － 維持管理 維持管理

東下原 14 B 1977 S52 70 2047 2117 中層耐火 4 24 ○ ○ ○ ○ － 継続管理する団地 ◎ ○ △ × × － － 改善が必要 改善、又は建替 Ａグループ 改善 建替＞改善 － 改善 改善

東下原 14 C 1978 S53 70 2048 2118 中層耐火 4 24 ○ ○ ○ ○ － 継続管理する団地 ◎ ○ △ × × － － 改善が必要 改善、又は建替 Ａグループ 改善 建替＞改善 － 改善 改善

谷地端第２ 15 A 1992 H4 70 2062 2132 高層耐火 6 24 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 ○ ○ ○ ◎ ◎ － － 改善不要 維持管理 － － － － 維持管理

谷地端第２ 15 B 1994 H6 70 2064 2134 高層耐火 7 42 ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 ○ ○ ○ ◎ ◎ － － 改善不要 維持管理 － － － － 維持管理

追貝Ａ 16 A 1991 H3 30 2021 2051 木造 2 2 × × ○ × － 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ × － - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 当面維持管理 当面維持管理

追貝Ａ 16 B 1991 H3 30 2021 2051 木造 2 2 × × ○ × － 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ × － - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 当面維持管理 当面維持管理

南郷 17 1 1991 H3 30 2021 2051 木造 2 2 2 × ○ × × － 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ - × － - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 当面維持管理 当面維持管理 優先的な用途廃止

大楊 18 A 1992 H4 30 2022 2052 木造 2 2 × × ○ ○ － 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ × － - 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 Ｂグループ － － 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

大楊 18 B 1992 H4 30 2022 2052 木造 2 2 × × ○ ○ － 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ × － - 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 Ｂグループ － － 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

老神 19 1 1992 H4 70 2062 2132 中層耐火 4 16 16 ○ ○ ○ ○ × 継続管理について判断を留保する団地 ○ ○ ○ ◎ - × － － 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 Ｂグループ － － 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

輪組 20 A 1993 H5 30 2023 2053 木造 2 2 × ○ × × － 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ × － - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 当面維持管理 当面維持管理

輪組 20 B 1994 H6 30 2024 2054 木造 2 2 × ○ × × － 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ × － - 優先的な対応が必要（改善不可能） 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 Ｂグループ － － 当面維持管理 当面維持管理

多那 21 A 1994 H6 30 2024 2054 木造 2 2 ○ ○ × ○ － 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ × － - 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 Ｂグループ － － 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

多那 21 B 1994 H6 30 2024 2054 木造 2 2 ○ ○ × ○ － 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ × － - 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 Ｂグループ － － 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

多那 21 C 1994 H6 30 2024 2054 木造 2 2 ○ ○ × ○ － 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ × － - 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 Ｂグループ － － 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

多那 21 D 1994 H6 30 2024 2054 木造 2 2 ○ ○ × ○ － 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ × － - 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 Ｂグループ － － 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

多那 21 E 1994 H6 30 2024 2054 木造 2 2 ○ ○ × ○ － 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ × － - 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 Ｂグループ － － 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

大原 22 A 1995 H7 45 2040 2085 準耐火2階 2 4 ○ × ○ ○ × 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ × － - 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 Ｂグループ － － 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

大原 22 B 1995 H7 45 2040 2085 準耐火2階 2 4 ○ × ○ ○ × 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ × － - 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 Ｂグループ － － 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

大原 22 C 1996 H8 45 2041 2086 準耐火2階 2 4 ○ × ○ ○ × 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ ◎ － - 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 Ｂグループ － － 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

大原 22 D 1997 H9 45 2042 2087 準耐火2階 2 4 ○ × ○ ○ × 継続管理について判断を留保する団地 ○ - ○ ◎ ◎ － - 改善が必要 改善、建替、又は用途廃止 Ｂグループ － － 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

団地名
団地
番号

棟番号
建設年度
※西暦

建設年度
※和暦

耐用年限
耐用年限
到達年度

耐用年限
の2倍到達

年度
構造 階数

管理戸
数

管理戸数
計

ⅰ）立地

結果

ⅰ）躯体・避難の安全性
に係る改善の必要性

ⅲ）躯体・避難の安全性
に係る改善の可能性

1）団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 2）住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性

結果-1　災害危
険区域等の
内外

-2　借地の
適否

-3　利便性 -5　耐震改
修の可能性

-6　２方向
避難確保の
可能性

１次判定 ２次判定

３次判定結果

③－2　Bグループ判定
（当面管理する団地：
（建替を前提としない）

２次判定結果１次判定結果 グループ分け

③－1　Ａグループ判定
（継続管理する団地）

LCC比較結果

-4　敷地規
模

-5　空き家
率

-1　耐震性 -2　２方向
避難

-3　設備 -4　高齢化
対応

16 × 優先的な用途廃止

8 ○ 優先的な用途廃止

12 ○ 優先的な建替

24 ○ 優先的な用途廃止

12 ○ 優先的な用途廃止

20 ○ 優先的な用途廃止

22 ○ 優先的な用途廃止

72 ○

66 ○ 維持管理

4 - 優先的な用途廃止

4 - 優先的な用途廃止

4 - 優先的な用途廃止

10 - 優先的な用途廃止

16 - 改善し当面維持管理
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（1） 点検の実施方針 
① 法定点検及び法定点検に準ずる点検（法定点検対象外の住棟を対象とした点検）の実施 

 群馬県においては、2017 年 1 月に、定期報告が必要な建築物から共同住宅が除外されて

おり、公営住宅等に対する法定点検は、制度上、求められていない状況である。 
 一方で、長寿命化計画策定指針においては、点検について、下記の法定点検、及び法定

点検に準ずる点検の実施が位置付けられている。 
① 法定点検 
…特定行政庁が指定する場合に、共同住宅を対象とする建築基準法第 12 条第２項

及び同４項に基づく点検。 
②法定点検に準じる点検 
…法定点検の対象外の住棟を対象とする建築基準法第 12 条の規定に準じた法定

点検と同様の点検。 
 全ての住棟において、予防保全の観点から定期的な点検等を行うことが重要であること

から、本市においては、市営住宅の「定期点検」（法定点検に準ずる点検）を位置づけ、

次の方針に沿って実施していくこととする。 
 また、これらの定期点検を的確に行う実施体制の構築に向け、市営住宅に対する管理業

務の包括委託の導入や、管理代行制度等の導入を合わせて検討する。 
 

■ 定期点検：法定点検に準じる点検 
 対象  ：耐用年限を大幅に超過していないストック（下表） 
 点検周期：建築物：3 年ごと、昇降機／防火設備：毎年 
 法令に準じ、適切に実施する。 
 点検周期、実施項目・事項や実施方法、記録方法等は法定点検と同様とする。 
 点検の結果を住棟単位でデータベース化して記録するとともに、その結果を踏まえて適宜、

修繕等を行う。 
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② 日常点検等の実施 
 原則として全ての団地を対象に、定期点検のほかに、外観からの目視により容易に確認

することが可能な部位等について、日常点検を行う。 
 日常点検の方法・内容等は、公営住宅等日常点検マニュアル（平成 28 年 8 月 国土交通

省住宅局住宅総合整備課）に準ずるものとし、年に一度程度、実施する。 
 効果的・効率的に行うため、原則として①の定期点検は、日常点検と同時に実施する。 
 修繕・維持管理の的確な実施や、次回の点検に役立てることを目的に、日常点検の結果

をデータベース化して記録する。 
 
＜留意点＞ 

 特に外構、自転車置き場等、法定点検の点検項目にはないが、公営住宅等の適切な維持

管理のために状況を把握することが必要な対象については、日常点検において点検する。 
 バルコニー等の入居者が専用的に使用する共用部分や、台所・浴室のガスホース等の専

用部分のうち入居者の安全性に係る部位・部品等については、住宅内部に立ち入る必要

があることから、定期点検や日常点検を実施することが困難であるため、入退去時に点

検を実施し、その点検記録を蓄積する。 
 昇降機については、「昇降機の適切な維持管理に関する指針」「エレベーター保守・点検

業務標準契約書」（平成 28 年 2 月に国土交通省住宅局建築指導課）などを参考に、点検

を実施する。 
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（2） 計画修繕の実施方針 
① 対象の設定 

 耐用年限を大幅に超過していない下表のストックについては、計画修繕の対象として予防

保全的な対応を図る。 

■ 計画修繕の対象とする市営住宅一覧 
団地名 構造 戸数 建設年度 建設後 経過年数 
谷地端 木造 16 2018 2 

谷地端第 2 高層耐火 66 1992～1994 26～28 
大原 準耐火 2 階 16 1995～1997 23～25 

東下原 中層耐火 72 1976～1978 42～44 
老神 中層耐火 16 1992 28 

 

② 計画修繕の実施方針 
 公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）に示された修繕周期表を参考にしながら、計

画修繕を実施する。 
 修繕周期の延長や LCC の縮減等を図ることなどを目的に、外壁・防水の計画修繕や設備

配管の更新（初回）については、原則として性能向上を伴う改善事業（長寿命化型改善）

として実施することを検討する。 
 また、改善事業の実施時期と、その他の計画修繕の実施時期が近い場合は、効率的な工

事の実施のために工事実施時期を調整し、両工事をあわせて実施する。 
 修繕周期の前年には、修繕実施前の事前調査を行う。定期点検や修繕実施前の事前調査

の結果、建物の安全性等が確認された場合には、予定していた計画修繕の実施時期を延

期することも検討する。 
 具体的な実施時期（年度）については、点検の結果のほか、これまでの修繕等の実施状

況、各年度の事業量も勘案しながら設定する。 
 なお、計画修繕の結果は、点検結果と連動した形でデータベース化し、主要な部位・部

材の仕様と修繕内容、計画修繕時期等の修繕履歴を管理する。 



 
7. 点検、計画修繕、改善事業、建替事業等の実施方針 

78 

 



 

7. 点検、計画修繕、改善事業、建替事業等の実施方針 
 

79～80 

■ 修繕周期表（公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）を編集、安全性の確保・供給処理機能の維持・劣化の軽減に関連する項目）                                  （参考） 

 
 
 

建設後 10年 20年 30年 40年 50年 60年 70年 参照文献

▼大原 ▼老神

▼谷地端第２ ▼東下原

補修 12年 伸縮目地の打替、保護コンクリート部分補修 ③ ○

修繕 24年 下地調整の上、露出防水（かぶせ方式） ③ ○

修繕 12年 塗膜防水の上保護塗装（かぶせ方式） ③ ○

撤去・新設 24年 既存防水層全面撤去の上下地調整、露出アスファルト防水等 ③ ○

補修 12年 下地調整の上保護塗装 ③ ○

撤去・葺替 24年 既存屋根材を全面撤去の上下地補修、葺替え ③ ○

④庇・笠木等防水 庇天端、笠木天端、パラペット天端・アゴ、架台天端等 修繕 12年 高圧洗浄の下地調整、塗膜防水等 ③ ○

①バルコニー床防水 バルコニーの床（側溝、幅木を含む） 修繕 18年 高圧洗浄の上下地調整、塗膜防水等 ② ○

②開放廊下・階段等床防水 開放廊下・階段の床（側溝、巾木を含む） 修繕 18年 高圧洗浄の上下地調整、塗膜防水等 ② ○

①コンクリート補修 外壁､屋根､床､手すり壁､軒天（上げ裏）､庇等（ｺﾝｸﾘｰﾄ、ﾓﾙﾀﾙ部分） 補修 18年 ひび割れ、浮き、欠損、鉄筋の発錆、モルタルの浮き等の補修 ② ○ ○

②外壁塗装 外壁、手すり壁等 塗替 18年 高圧洗浄の上下地処理、仕上塗材塗り等 ② ○ ○ ○

③軒天塗装 開放廊下・階段、ﾊﾞﾙｺﾆｰ等の軒天（上げ裏）部分 塗替 18年 高圧洗浄の上下地処理、仕上塗材塗り等 ② ○ ○ ○

④タイル張補修 外壁・手すり壁等 補修 18年 欠損、浮き、剥離、ひび割れの補修、洗浄 ② ○ ○ ○

⑤シーリング 外壁目地、建具周り、スリーブ周り、部材接合部等 打替 18年 既存シーリング材を全面撤去の上、下地処理、打替え ② ○ ○

①鉄部塗装 （鋼製）開放廊下・階段、バルコニーの手すり 塗替 6年 下地処理の上、塗装 － ○

（雨掛かり部分）
（鋼製）屋上フェンス、設備機器、立て樋・支持金物、架台、避難ハッ
チ、マンホール蓋、隔て板枠、物干金物等

塗替 6年 下地処理の上、塗装 － ○

屋外鉄骨階段、自転車置場、遊具、フェンス 塗替 6年 下地処理の上、塗装 － ○

②鉄部塗装 （鋼製）住戸玄関ドア 塗替 6年 下地処理の上、塗装 ③ ○

（非雨掛かり部分）
（鋼製）共用部分ドア、メーターボックス扉、手すり、照明器具、設備
機器、配電盤類、屋内消火栓箱等

塗替 6年 下地処理の上、塗装 ③ ○

（アルミ製・ステンレス製等）

サッシ、面格子、ドア、手すり、避難ハッチ、換気口等

（ボード、樹脂、木製等）

隔て板・エアコンスリーブ・雨樋等

点検・調整 12年 動作点検、金物（丁番、ドアチェック等）の取替等 ③ ○

取替 36年 撤去又はかぶせ工法 ③ ○

点検・調整 12年 動作点検、金物（戸車、クレセント、ビート等）の取替等 ③ ○

取替 36年 撤去又はかぶせ工法 ③ ○

②手すり 開放廊下・階段、バルコニーの手すり、防風スクリーン 取替 36年 全部撤去の上、アルミ製手すりに取替 ③ ○

補修 12年 点検、腐食部板金溶接補修、踏板交換等 ③ ○

取替 36年 全部撤去の上、取替 ③ ○

笠木、架台、マンホール蓋、階段ノンスリップ、避難ハッチ、タラッ
プ、排水金物、室名札、立樋・支持金物、隔て板、物干金物、スリーブ
キャップ等

取替 24年 取替 ③ ○

屋上フェンス等 取替 36年 全部撤去の上、アルミ製フェンスに取替 ③ ○

共用給水立て管、専用給水枝管 取替 20年 硬質塩化ビニル管、亜鉛メッキ鋼管 ①⑤ ○

取替 35年 硬質塩化ビニルライニング鋼管（コア継手） ① ○

取替 40年 ステンレス鋼管 ⑥ ○

水道メーター 取替 8年 支給品 － ○

②貯水槽 受水槽、高置水槽 取替 25年 FRP製 ③ ○

補修 8年 オーバーホール ③ ○

取替 15年 ③ ○

共用雑排水立て管 取替 20年 配管用炭素鋼鋼管 ① ○

専用雑排水枝管 タールエポキシ塗装鋼管、排水用硬質塩化ビニル管

排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管、耐火２層管

②汚水管 共用汚水立て管 配管用炭素鋼鋼管

（屋内） 専用汚水枝管 タールエポキシ塗装鋼管、排水用硬質塩化ビニル管

排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管、耐火２層管

取替 50年 鋳鉄管 ① ○

③排水管 取替 25年 排水用硬質塩化ビニル管 ① ○

（屋外） 取替 30年 ヒューム管 ④ ○

④雨水樋 立て樋 取替 30年 硬質塩化ビニル管 ③ ○

補修 8年 オーバーホール ③ ○

取替 15年 ③ ○

①ガス管 ガス管 取替 30年 配管用炭素鋼鋼管 ⑥ ○

（屋内） ガスメーター 取替 10年 － ○

②ガス管 取替 20年 配管用炭素鋼鋼管 ① ○

（屋外） 取替 50年 被覆鋼管、ポリエチレン管 ① ○

１０　空調換気
設備

②換気設備 集会室、機械室、電気室換気扇、ダクト類、換気口、換気ガラリ 取替 15年 ③ ○

共用廊下・エントランスホール等の照明器具、配線器具、非常照明、避
難口・通路誘導灯、外灯等

取替 15年 ③ ○ ○

非常用照明器具内蔵蓄電池 取替 4～6年 － ○ ○

②配電盤類 配電盤・ブルボックス等 取替 30年 ③ ○

③幹線設備 引込開閉器、幹線（電灯、動力）等 取替 30年 ③ ○

④避雷針設備 避雷突針・ポール・支持金物・導線・接地極等 取替 40年 ③ ○

①屋内消火栓設備 消火栓ポンプ、消火管、ホース類、屋内消火栓箱等 取替 25年 ③ ○

②自動火災報知設備 感知器、発信器、表示灯、音響装置、中継器、受信機等 取替 20年 ③ ○

③連結送水管設備 送水口、放水口、消火管、消火隊専用栓箱等 取替 25年 ③ ○

平面駐車場、車路・歩道等の舗装、側溝、排水溝 補修 20年 ① ○ ○

囲障（塀、フェンス等）、サイン（案内板）、遊具、ベンチ等 取替 20年 ① ○ ○

埋設排水管、排水桝等、※埋設給水管を除く 取替 20年 ① ○

①共通仮設 仮設 18年 仮設事務所、資材置き場等 －

②直接仮設 仮設 18年 枠組足場、養生シート等 －

１８　専用部分 ②設備機器 分電盤 取替 15年 ① ○

２　床防水

３　外壁塗装等

４　鉄部塗装等

③非鉄部塗装

清掃 18年

修繕の目的

１　屋根防水

①屋上防水(保護防水) 屋上、塔屋、ルーフバルコニー

②屋上防水(露出防水) 屋上、塔屋

③傾斜屋根 屋根

対象部位等 工事区分 修繕周期 想定する修繕工事の仕様

５　建具・金物
等

①建具関係

住戸玄関ドア、共用部分ドア、自動ドア

窓サッシ、面格子、網戸、シャッター

③屋外鉄骨階段 屋外鉄骨階段

④金物類
（集合郵便受等）

塗替 18年 下地処理の上、塗装 － ○

洗浄の上、コーティング － ○

30年 ①④⑤ ○

７　給水設備

①給水管

③給水ポンプ 揚水ポンプ、加圧給水ポンプ、直結増圧ポンプ

８　排水設備

①雑排水管（屋内）

屋外排水管

⑤排水ポンプ 排水ポンプ

推定修繕項目

１７　仮設工事

９　ガス設備

１１　電灯設備

①電灯設備

１３　消防用設
備

１６　外構・附
属施設

①外構

取替 30年 ①④⑤ ○

取替

美観の
維持

利便性
の確保

劣化の
軽減

供給処
理機能
の維持

安全性
の確保



 

 



 

7. 点検、計画修繕、改善事業、建替事業等の実施方針 
 

81～82 

■ 修繕周期表（公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）を編集、利便性の確保・美観の維持のみに関連する項目）                                          （参考） 

建設後 10年 20年 30年 40年 50年 60年 70年 参照文献

▼大原 ▼老神

▼谷地端第２ ▼東下原

④金物類 集合郵便受、掲示板、宅配ロッカー等 取替 24年 取替 ③ ○

⑤金物類

（メータボックス扉等）

集会室、内部廊下、内部階段等の壁、床、天井 張替・塗替 12年 床・壁・天井の塗替、張替等 ③ ○

エントランスホール、エレベーターホールの壁、床、天井、 張替・塗替 12年 床・壁・天井の塗替等 ③ ○

１０　空調換気
設備

①空調設備 集会室等のエアコン 取替 15年 ③ ○

①情報・通信設備 電話配電盤（MDF）、中間端子盤（IDF）等 取替 30年 ③ ○

②テレビ共聴設備 アンテナ、増幅器、分配機等　※同軸ケーブルを除く 取替 15年 ③ ○

③光ケーブル配線設備 住棟内ネットワーク 取替 15年 ③ ○

④インターホン設備 インターホン設備、防犯設備、配線等 取替 15年 ③ ○

カゴ内装、扉、三方枠等 補修 15年 ③ ○

全構成機器 取替 30年 ③ ○

②附属施設 自転車置場、ゴミ集積所 取替 20年 ① ○

植栽 整備 20年 ① ○

①住設機器 浴室ユニット 取替 25年 ① ○

②設備機器 給湯・暖房器、バランス釜 取替 15年 ① ○

換気扇 取替 20年 ① ○

○

６　共用内部 ①共用内部

１２　情報・通
信設備

修繕の目的

５　建具・金物
等 メーターボックスの扉、パイプスペースの扉等 取替 36年 撤去又はかぶせ工法 ③

対象部位等 工事区分 修繕周期

１４　昇降機設
備

①昇降機

１６　外構・附
属施設

１８　専用部分

推定修繕項目
美観の
維持

想定する修繕工事の仕様
安全性
の確保

供給処
理機能
の維持

劣化の
軽減

利便性
の確保

 
 
 
 
 
 
 
 

配管材料によって 
計画修繕時期が 
異なることに注意 



 

 

 



 

7. 点検、計画修繕、改善事業、建替事業等の実施方針 

83 

（3） 改善事業の実施方針 
 市では前計画期間中に、耐火構造ストックの外壁・屋根防水の長寿命化型改善（4 棟・106

戸）及び、東下原 A 棟（1976 年度建設、24 戸、耐火構造）における住戸改善（ユニットバ

ス化（長寿命化型改善）、間取り・開口部等の改善（居住性向上等））を実施してきた。 
 計画期間内の改善としては、引き続き東下原 B・C 棟（1977・1978 年度建設、24 戸×2 棟、

耐火構造）の共用部分（外壁等）の改善（長寿命化型）、住戸改善（ユニットバス化、間取り・

開口部等（長寿命化型、居住性向上等））を実施する。 
 また大原（1996~1997 年度建設、16 戸、準耐火構造）について、共用部分（外壁等）の改善

（長寿命化型）を実施する。 
 老神（1993 年度建設、16 戸、耐火構造）については、個別改善を実施する。改善内容は、

設備配管・配線等の更新（長寿命化型）、断熱性能の向上（居住性向上）、手すり設置（福祉

対応）等を主とした内容を基本とし、入居者が入居状態（居つき）のまま工事が実施できる

内容を検討する。 
 その他に、谷地端第 2 の集会所の個別改善を実施する。 
 
■ 老神 個別改善のイメージ 

 
 

・トイレ手すりの設置（福祉対応） 

北側・妻側への内窓設

置、24h 換気の導入

（居住性向上） 

・玄関ドア：カバー工法等による改

修（居住性向上（断熱性、防犯性

向上）） 

・座位で使用できるキッチン・洗面台（シングルレバー水

栓）への交換（福祉対応） 

・専用配管（給排水管、ガス管等）の更新（長寿命化） 

・専用・共用配管（給排水管、ガス

管等）の更新（長寿命化） 
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（4） 建替事業の実施方針 
 市では前計画期間中に、谷地端の建替え（従前 18 戸→従後 16 戸、準耐火構造 2 階建て）を

実施してきた。 
 計画期間内には、十二木（1954～1955 年度建設：12 戸、募集停止中）、上原（1959 年度建

設：16 戸、募集停止中）の建替えを実施する。 
 個々の団地の建替事業計画の検討においては、各々の団地の状況や課題のほか、周辺地域の

公営住宅の立地状況、周辺環境との調和、公営住宅用地を活用した地域貢献等も考慮し、適

切な建替戸数の検討・設定、施設計画を行う方針とする。 
 周辺の戸建て住宅等との調整を考慮し、階数は 2 階建てとする。 
 市営住宅の入居世帯の小規模化を踏まえ、住戸の規模は原則として 40 ㎡台（1DK 等）およ

び 50 ㎡台（2DK、1LDK 等）とする。 
 また建替事業の円滑な実施を図るため、民間資本の積極的な活用を検討する。現地建替えに

おける PPP/PFI 手法の導入等のほか、本市の場合、市公共公益施設の余剰化に伴う市有地が

一定量あることから、これらの用地の有効活用、地域貢献施設の導入等も視野に入れた非現

地建替えにおいて、民間活用方式を導入することも考えられる。 
 非現地建替えの際の敷地選定の視点としては、6.団地別・住棟別の事業手法の選定（2）②一

次判定における社会的特性に係る評価項目等が参考となる。 
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＜参考 公営住宅等の建替事業における民間活用方式採用のメリット＞ 
 1996（平成 8）年の公営住宅法の改正により創設された買取型等の供給スキームをはじめ、

PPP/PFI 事業によるプロジェクトなど、民間活力の導入が進められている。 
 公営住宅整備にあたって民間活用方式を導入することによる、地方公共団体の抱えている

課題の解決等に対する一般的なメリットを整理する。 

● 行政内部の組織体制に関する課題対応（建替え等のノウハウや人手不足への対応） 
 設計・建設工事に民間事業者を活用することで、庁内業務負担を軽減 
 コンサルタント等をアドバイザーとして選定することで、担当職員に大きな負担なく、民 
 間事業者の選定が可能である。 
 建築部門をはじめ、職員不足が課題の場合には、買取スキームの他、CM 方式等により民

間事業者が地方公共団体に代わり設計・工事発注や各業務のマネジメントを実施する方式

も採用されている。 

● 財政面の課題への対応（投資的経費の削減、地方公共団体の負担軽減） 
 事業条件の工夫により事業者間の競争環境をつくると共に、性能発注、設計・施工の一体

的な発注とすることで、直接建設と比較して事業で事業費の軽減を実現することが可能で

ある。 
 建替えにより生じる余剰地を処分することにより、地方公共団体の事業費負担を軽減する

ことが可能である。（立地により、地方公共団体の実質的な負担なしで建替えた事例あり） 
 事業者に余剰地の最適な位置・用途を含め提案を求めることや、｢公営住宅整備＋余剰地活

用｣を一体事業とすることで、余剰地処分を促進する工夫をした事例もある。 

● 地方公共団体の財政負担の平準化 
 BTO 方式、BOT 方式による長期事業とし、事業者への支払いを部分的に割賦払いとする

ことで、財政負担（一般財源分）の平準化を図ることが可能である。 

● 地域のまちづくりに関する課題（周辺配慮・連携、地域貢献施設の導入） 
 公営住宅整備と余剰地活用を一体的な事業とし、事業条件を緩やかにすることで、事業者

の提案に裁量の幅が生まれ、事業者が与条件以上の地域貢献を実現した事例もある。 
 導入したい施設の要件化や地域貢献施設への評価を優位にすることで、建設事業者のネッ

トワークを活用し、条件に見合った用地活用企業の誘導が可能である。 
 まちづくりの上で必要性は高いものの、採算性が低く実現しにくい施設導入を、公営住宅

整備と余剰地活用を一体事業とすることで、実現した事例もある。 

● その他（工期短縮、居住者移転の円滑化、非現地建替のための敷地確保 
 事業条件を緩やかにし、民間事業者の提案による土地利用や建替手順の工夫、工期短縮が

可能な工法の採用により工期を短縮することが可能である。 
 入居者の仮移転・本移転に関する業務の一部を民間事業者が実施している事例が多数ある。

民間賃貸住宅が立地する地域では、民間事業者が仮移転先の確保を支援した事例もある。 
 民間事業者に対して、建替敷地の確保を含めて提案を求めた事例もある。 
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